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第３節 通商政策局 

１．世界経済の動向 

主要国経済の動向を見てみると、米国の 2017年の実質

ＧＤＰ成長率は前年比 2.3％増と、2016年の 1.5％増か

ら加速するなど、経済は着実に回復が続いている。需要

項目別寄与度をみると、ＧＤＰの約 7割を占める個人消

費は引き続き堅調に伸びたことに加え、設備投資の伸び

も全体を牽引した。米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）

は、2015年 12月にゼロ金利政策を解除した後、段階的

に利上げを実施し、2018年 3月にはＦＦ金利誘導目標を

1.50％～1.75％まで引き上げている。また、ＦＲＢは

2017年 10月から再投資額を減少させることにより保有

資産を縮小させている。ユーロ圏経済は、好調な内需と

世界経済を背景に堅調に拡大し、2017年の実質ＧＤＰ成

長率は 2.4％増と前年を大きく上回った。景気は、過去

に比べ高水準を維持しているものの 2018年に入って以

降、貿易摩擦に対する懸念等を背景に鈍化している。ま

た、貿易摩擦やＢＲＥＸＩＴ交渉の先行き不透明感は、

今後、各国の投資に抑制的に働く可能性がある。英国は

2017年、家計消費の伸びが鈍化したが輸出が経済を牽引

し、実質ＧＤＰ成長率は 1.8％と前年比プラスを維持し

た。また中国経済は、2017年全体での実質ＧＤＰ成長率

が 6.9％と前年の 6.7%より上昇した。しかし、四半期ベ

ースの動きを見ると、2017年後半以降、伸び率は緩やか

な低下が見られた。一方、引き続き過剰生産能力、過剰

債務、過剰不動産在庫等に起因する経済的リスクも懸念

されている。 

また、2018 年 4 月時点でＩＭＦが発表した世界経済見

通しの中では、好調な貿易に加え、市場の景況感も良好な

ことから、世界経済は、当面堅調な展開が期待されると見

込む。一方で、世界的に貿易制限と報復措置の悪循環が拡

大すれば、これまで世界経済の成長を促してきた自由貿易

の足かせとなる可能性を指摘した。世界の実質ＧＤＰ成長

率は、2017年は 3.8%、今後の見通しについては、2018年

は 3.9%と、やや加速すると予測した。 

 

 

 

 

 

 

 

２．国際経済協力 

２．１．アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ） 

ＡＰＥＣ（Asia-Pacific Economic Cooperation）は、

日本とオーストラリアが主導して 1989 年に創設した、ア

ジア太平洋地域の持続的発展に向けた地域協力の枠組み

である。発足時には 12 であった参加国・地域は徐々に拡

大し、2018年 3月現在では 21か国・地域が参加しており、

世界全体のＧＤＰの約 6割、世界貿易額の約 5割、世界人

口の約 4割を占めている。アジア太平洋地域における自由

で開かれた貿易・投資の実現に向けて、ビジネス活動の円

滑化や経済・技術協力などの取組を推進している。 

ＡＰＥＣは、参加国・地域の自主性を重んじ、域外に対

しても貿易・投資の自由化・円滑化の成果を分け合うこと

を目的とした「開かれた地域主義（open regionalism）」

を標榜しており、また、ＮＡＦＴＡ（North American Free 

Trade Agreement：北米自由貿易協定）諸国、ＡＳＥＡＮ

７か国、ロシア、中南米をも含む広範な地域をカバーして

いることから、地域統合間の連携としての側面も持ってい

る。 

（参考）2018年 3月現在のＡＰＥＣメンバー 

（＊は発足時の 12メンバー） 

・ＡＳＥＡＮ（フィリピン＊、インドネシア＊、マレーシ

ア＊、タイ＊、シンガポール＊、ブルネイ＊、ベトナム） 

・米州（米国＊、カナダ＊、メキシコ、チリ、ペルー）  

・オセアニア（オーストラリア＊、ニュージーランド＊、

IMFの主要国・地域の実質経済見通し （年変化率、％）

2018年 2019年 2018年 2019年

世界 3.8 3.9 3.9 0.0 0.0

先進国 2.3 2.5 2.2 0.2 0.0

米国 2.3 2.9 2.7 0.2 0.2

ユーロ圏 2.3 2.4 2.0 0.2 0.0

　 ドイツ 2.5 2.5 2.0 0.2 0.0

　フランス 1.8 2.1 2.0 0.2 0.1

　イタリア 1.5 1.5 1.1 0.1 0.0

　スペイン 3.1 2.8 2.2 0.4 0.1

日本 1.7 1.2 0.9 0.0 0.0

英国 1.8 1.6 1.5 0.1 0.0

カナダ 3.0 2.1 2.0 -0.2 0.0

新興市場及び途上国・地域 4.8 4.9 5.1 0.0 0.1

ロシア 1.5 1.7 1.5 0.0 0.0

中国 6.9 6.6 6.4 0.0 0.0

インド 6.7 7.4 7.8 0.0 0.0

ASEAN-5 5.3 5.3 5.4 0.0 0.1

ブラジル 1.0 2.3 2.5 0.4 0.4

メキシコ 2.0 2.3 3.0 0.0 0.0

サウジアラビア -0.7 1.7 1.9 0.1 -0.3 

ナイジェリア 0.8 2.1 1.9 0.0 0.0

南アフリカ 1.3 1.5 1.7 0.6 0.8

備考： 
*1インドは会計年度ベース。成長率は市場価格ベースの値。
*2 ASEAN5はインドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム。
資料：IMF 「World Economic Outlook, April 2018」から作成。

2017年

今回(2018年4月)
予測

前回(2018年1月）
からの変化
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パプアニューギニア）  

・その他（日本＊、韓国＊、中国、中国香港、チャイニー

ズ・タイペイ、ロシア） 

 (1)分野別大臣会合 

（ア）ＡＰＥＣ貿易担当大臣会合 

2017 年５月 20 日及び 21 日、ベトナム・ハノイにおい

て、ＡＰＥＣ貿易担当大臣（ＭＲＴ）会合が開催された。

我が国からは世耕経済産業大臣及び薗浦外務副大臣が出

席し、多角的貿易体制の支持と WTO，地域経済統合の深化，

零細・中小企業の競争力強化などについて議論が行われた。 

１ 地域経済統合 

地域経済統合の深化については、貿易を通じた経済成長

の実現に向け、保護主義を抑制するとの創設時の初心に基

づき、新しい時代を切り開くことが求められていると訴え

た。今後の APEC の果たすべき役割として、アジア太平洋

地域において、(1)高いレベルの自由で公正な貿易・投資

ルールを形成していくこと、(2)貿易歪曲的措置の是正と

レベル・プレーイング・フィールドの確保について改革を

後押ししていくこと、(3)貿易を通じて、小さな起業家や

中小企業がグローバル・バリュー・チェーンに参画するこ

とで大きく成長する機会を作り出していくことにあると

指摘した。その上で、成長地域のアジア太平洋地域におい

て、包摂的、かつ、イノベーション志向の自由貿易を目指

していくべきと提案した。 

 

２ デジタル貿易 

デジタル貿易については、「コネクテッド・インダスト

リーズ」というコンセプトをアジア太平洋地域に広げ、各

エコノミーの多様な産業のつながりを強化すべく、過度な

規制を廃し、情報が自由に流通する環境を整備することが

重要であると主張した。その一環として、ベトナムと連携

し 8 月に開催される APEC 越境プライバシールールのセミ

ナーを開催することを報告した。 

 

３ 質高インフラ 

質の高いインフラについては、フィリピンやベトナムに

おけるインフラ開発の関連法制度をレビューし、能力構築

の協力を行う日本の取組を紹介するとともに、本取組を更

に発展させるべく、インフラの質の確保するための詳細な

方法論を明確化するなど、ガイドブックの内容を一層充実

させるイニシアティブを新たに立ち上げることを表明し

た。 

（イ）ＡＰＥＣ中小企業大臣会合 

2017年９月 15日、ベトナム社会主義共和国（ホーチミ

ン）において、ＡＰＥＣ中小企業大臣会合が開催され、我

が国からは平木経済産業大臣政務官が出席した。「デジタ

ル時代における零細・中小企業の競争力とイノベーション

の強化」を主要議題に、平木大臣政務官から、越境電子商

取引（EC）を含む中小企業のデジタル化の推進に関する我

が国の支援策について紹介を行った。 

また、APEC域内の中小企業のグローバル・バリュー・チ

ェーンへの参画の拡大に向けて、各エコノミーは、中小企

業支援機関や地方政府等との連携を強化し、中小企業に対

して充実した支援を可能にするプラットフォームを構築

していくことが必要であることを表明した。 

さらに、本大臣会合の成果として大臣声明文のほか、

「APEC 革新的スタートアップの促進に関する声明」及び

「APECグリーン、持続可能かつ革新的な零細・中小企業戦

略」が採択された。 

 

（２）閣僚会議 

閣僚会議は、首脳会議の直前に開催される経済・貿易担

当大臣及び外務大臣による会議のことである。分野別の大

臣会合（貿易、エネルギー、中小企業、電気通信・情報産

業等）などから、その年の議論の内容について報告を受け、

成果を確認するとともに、今後ＡＰＥＣ参加エコノミーが

重点的に取り組むべき課題について議論が行われ、共同閣

僚声明が発出される。 

第 28 回ＡＰＥＣ閣僚会議は、2017 年 11 月 8 日、ベト

ナム・ダナンにおいてＡＰＥＣ閣僚会議が開催された。我

が国からは世耕経済産業大臣及び河野外務大臣が出席し

た。世耕経済産業大臣から、ＡＰＥＣにおける取組に関し、

以下の提案や主張を行い、多くのエコノミーから賛同を得

た。 

（1）「地域経済統合のための新たな活力」のテーマにお

いては、自由で公正な貿易ルールの実現、デジタル貿易の

推進、質の高いインフラの促進の 3点について、主に以下

の発言を行った。 

• 保護主義に対抗し、自由貿易を推進する閣僚たちのコ

ミットメントを明確に示すことが必要と訴え、自由で公正
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な貿易ルールを高い水準で設定し、レベル・プレイング・

フィールドを広げることの重要性を強調。 

• WTO を中核とするルールに基づく多角的貿易体制の

強化と、アジア太平洋地域における質の高いルール・メイ

キングの重要性を指摘。 

• デジタル分野での取組を加速し、情報の自由な流通を

目指すべき旨発言。 

• インフラ関連法制度のレビューと能力構築、「質の高

いインフラに関する APEC ガイドブック」を充実させる提

案などの日本の取組を紹介し、質の高いインフラ整備を加

速していく考えを表明。 

 

（2）「成長のための新たな活力」のテーマにおいては、

零細・中小企業の競争力強化、経済構造改革を進めていく

上での国有企業改革、女性の活躍推進を含む「ダイバーシ

ティ経営」の促進、APEC地域の経済成長や安全保障の増進

のための安価で信頼できる多様なエネルギーへのアクセ

ス確保、アジアの LNG 市場の拡大などについて発言した。 

 

閣僚共同声明及び首脳宣言では、多角的貿易体制の支持、

保護主義への対抗、レベル・プレイング・フィールドの確

保、質の高いインフラの促進など、我が国の主張が十分に

反映されました。 

 

（３）首脳会議 

首脳会議は、ＡＰＥＣ参加国・地域の首脳が参集し、そ

の年の成果を確認するとともに、ＡＰＥＣが取り組むべき

課題と解決に向けた取組の方向性を議論するものである。

年１回開催され、毎回、首脳宣言が発出されている。 

第 23回ＡＰＥＣ首脳会議は、2017年 11月 10日から 11

日にかけて、ベトナム・ダナンにおいて開催され、我が国

からは、安倍内閣総理大臣が出席した。チャン・ダイ・ク

アン国家主席が議長を務め「デジタル時代における革新的

な成長、包摂性及び持続可能な雇用」、「共通の未来の促進」、

「地域の貿易，投資及び連結性のための新たな原動力」を

テーマに幅広い議論が行われた。 

 

（1）グローバル経済に関するセッション及び第 1 リト

リート：「デジタル時代における革新的な成長、包摂性及

び持続可能な雇用」 

（ア）地域及び世界経済の回復を確固たるものとするこ

と、質の高い成長、構造改革、ビジネス環境改善、質の高

い人材開発の促進、零細・中小企業の競争力・イノベーシ

ョンの強化の方策等について議論が行われた。 

（イ）安倍総理の主な発言 

•金融・財政政策、構造改革の「3本の矢」にコミットし

続けるべき。 

•人口減少下の中でも、潜在成長率を高めていくと同時

に、人口減少の問題それ自体にもしっかりと手を打ってい

く。そのため、「生産性革命」と「人づくり革命」という

二つの旗を掲げ、全力で取り組んでいく。 

•日本はアジア太平洋地域の「成長の好循環」を目指し、

デジタル貿易、UHC(*)と高齢化社会への対応を実現する

「アジア健康構想」、持続可能な農業の促進、エネルギー

協力等の面で積極的に貢献する。 

（注）UHC（Universal Health Coverage）:全ての人が

適切な予防、治療、リハビリ等の保健医療サービスを必要

な時に支払い可能な費用で受けられる状態。 

 

（2）ワーキングランチ「共通の未来の促進」 

（ア）APECの今後の方向性，その存在感を高める方策等

について議論が行われた。 

（イ） 安倍総理の主な発言 

•APECの活動のコアは、貿易・投資の自由化。 

•APECはこれからも、産業界と連携しつつ、デジタル貿

易等の新しい課題にも、「自由化」の旗の下、大胆に取り

組むべき。 

 

（3）第 2リトリート：「地域の貿易，投資及び連結性の

ための新たな原動力」 

（ア）地域の貿易、投資及び連結性における APEC の役

割、質の高いインフラ投資、サプライチェーン連結性、サ

ービス競争力、インターネット及びデジタル経済、電子商

取引、アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP(エフタープ)）の

最終的な実現に向けた取組、多角的貿易体制等について議

論が行われた。 

（イ）安倍総理の主な発言 

•自由貿易は平和と繁栄の礎。保護主義は、世界経済全

体の縮小に繋がり、どの国にも得にならない。 

•「レベル・プレイング・フィールド」（公平な競争条件）



166 

を世界に広げることが、自由貿易の果実を公正に分配する

前提。市場歪曲的措置を是正するとともに、国有企業の改

革を進め、「不公正な貿易慣行」を除去することが重要。 

•WTO を中核とするルールに基づく多角的貿易体制を強

化していくことが重要。来月の第 11回 WTO閣僚会議（MC11）

の成功に向け結束すべき。 

•野心的な地域貿易協定の推進も重要。自由貿易の旗手

として、TPP、質の高い RCEP等の経済連携協定や投資協定

を積極的に推進していく。特に、TPP 閣僚会合で 11 か国

での TPP早期発効につき大筋合意できたことは、世界に向

けた力強いメッセージ。  

•FTAAPについては、野心のレベルを高く保ち、将来的な

実現に向け必要な取組を着実に実施していこう。 

•アジア太平洋地域の膨大なインフラ需要に適切

に応え、連結性を強化するためには、質の高いイ

ンフラが不可欠。 

 

２．２．Ｇ７サミット、Ｇ20サミット 

（１）G7タオルミーナ・サミット（2017年 5月） 

 イタリア・タオルミーナで開催された G7 サミットは、

首脳の過半（トランプ大統領、マクロン大統領、メイ首相、

ジェンティローニ首相）が、G7サミット初参加となった。

首脳宣言では、世界経済について、「世界経済の回復は勢

いを増しているが、成長は依然として穏やかであり、かつ、

GDPは多くの国で潜在 GDPを下回っており、リスクのバラ

ンスは下方に傾いている。我々の最優先事項は、より高い

生活水準及び質の高い雇用を実現するまで世界の成長を

引き上げることである。このために、我々は、強固で、持

続可能で、均衡ある、かつ、包摂的な成長を実現するため

に、全ての政策手段―金融、財政及び構造政策―を個別的

にまた総合的に用いるとの我々のコミットメントを再確

認する。」としている。 

 

また、格差について、「我々は、単に収入におけるものの

みならず、あらゆる形態の格差が主要な問題の源であるこ

とを認める。実際、世界レベルにおいても、行き過ぎた格

差が、信任を損ない、将来の成長可能性を制限してしまう。

さらに、格差は、社会的結合を害し、制度を圧迫しながら、

国内の地域間格差を助長し、世代間の流動性を損なう。こ

の点において、我々は、世界経済があらゆる人のために作

用するよう、我々の経済及びコミュニティの能力及び強じ

ん性を変化の速度に即応できるものとすべく努める。」と

表明している。 

 

貿易については、「自由で、公正で、互恵的な貿易及び投

資は、相互的な利益を創出しながら、成長及び雇用創出の

主要な原動力である」との認識を示した上で、「不公正な

貿易慣行に断固たる立場を取りつつ、我々の開かれた市場

を維持するとともに、保護主義と闘う」というコミットメ

ントを再確認し、同時に「貿易が必ずしも常にあらゆる人

の利益のために作用してきたわけではないこと」を認め、

「世界経済が提供する機会を全ての企業及び市民が最大

限享受できるような適切な政策を採用すること」へのコミ

ットメントを表明した。また、「ルールに基づく国際的な

貿易体制の重要性を認識する」として、「我々は協力して、

全ての WTO 加盟国による全ての WTO ルールの完全かつ透

明な実施及び効果的かつ適時の執行を確保するために

WTO の機能を改善し、また、第 11 回 WTO 閣僚会議の成功

を達成すること」をコミットした。加えて、「真に公平な

競争条件を促進するため、あらゆる貿易歪曲的な慣行（ダ

ンピング、差別的な非関税障壁、強制的な技術移転、市場

を歪曲する政府及び関連機関による補助金その他の支援

を含む。）の撤廃を推進する」としている。その上で、過

剰生産能力問題について、「鉄鋼、アルミニウムその他主

要な産業部門における世界的な過剰生産能力に対処し、こ

うした問題が他の分野で発生しないよう、協力を更に強化

し、パートナーと共に取り組んでいくことにコミットする。

この意味において、鍵となる技術の促進を目標とした市場

歪曲的な措置に懸念を持っている。このため、我々は、G20

により設立され、OECD により支援される鉄鋼の過剰生産

能力に関するグローバル・フォーラムの設立を歓迎し、全

てのメンバー国に対し、世界的な鉄鋼の過剰生産能力の根

本原因に対処するために、市場の機能及び調整を強化する

効果的な政策的解決策を速やかに実践するよう求める。」

と表明した。 

 

（２）G20ハンブルグ・サミット（2017年 7月） 

2017 年 7 月に開催された G20 ハンブルグ・サミットで

は、首脳宣言において、「開かれた市場を維持する」とと

もに、「全ての不公正な貿易慣行を含む保護主義と引き続
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き闘う」こと、「公平な競争条件を確保するため努力する」

こと、「ルールに基づく国際的貿易体制の極めて重要な役

割を強調する」こと、「交渉、監視、紛争解決制度に関わ

る WTO の機能の向上のため協力する」こと等について合

意。 

また、過剰生産能力についても、「過剰生産能力が国内

生産、貿易及び労働者に与える継続的な負の影響を認識」

するとともに、「集団的な解決策を見出すための協力を一

層強化することにコミット」した。また、「政府及び関連

主体による市場歪曲的な補助金及びその他の支援措置の

撤廃を緊急に求める」こと、「鉄鋼の過剰生産能力に関す

るグローバル・フォーラムの構成国に対し、鉄鋼の過剰生

産能力を減少させる具体的な政策的解決策を速やかに構

築する」よう要請するとともに、「2017 年 11 月までに、

具体的な政策的解決策を含む実質的な報告がなされるこ

と、また、2018年中に進捗をフォローアップする報告がな

されること」への期待が表明された。 

前年定例化が決定された貿易大臣会合は開催されなか

ったが、局長級の貿易投資作業部会（TIWG）は 3回開催さ

れ、１）貿易のメリット、２）貿易措置のモニタリング、

３）投資円滑化について議論が行われた。 

翌年以降の議長国について、2019 年は日本で、2020 年

はサウジアラビアで G20を開催することが決定された。 

 

２．３．経済協力開発機構（ＯＥＣＤ） 

（１）沿革 

第二次大戦後の欧州各国の深刻な経済的混乱を救済す

べきとの米国マーシャル国務長官の提案を契機として、

1948年４月、欧州の 16か国でＯＥＥＣ（欧州経済協力機

構）が発足した。その後 1961 年９月に米国及びカナダが

加わり、世界的視野に立った国際機関としてのＯＥＣＤ

（経済協力開発機構）へ発展的に改組。我が国は 1964 年

に 21か国目として加盟。2017年現在、35か国が加盟。 

※ＯＥＣＤ加盟国：イギリス、ドイツ、フランス、イタリ

ア、オランダ、ベルギー、ルクセンブルク、フィンランド、

スウェーデン、オーストリア、デンマーク、スペイン、ポ

ルトガル、ギリシャ、アイルランド、チェコ、ハンガリー、

ポーランド、スロバキア、エストニア、スロベニア、日本、

米国、カナダ、メキシコ、オーストラリア、ニュージーラ

ンド、スイス、ノルウェー、アイスランド、トルコ、韓国、

チリ、イスラエル、ラトビア 

ＯＥＣＤの目的は、加盟国間の自由な意見交換及びピア

レビュー、統計の整備等を通じて、[a]経済成長、[b]貿易

自由化、[c]途上国支援、の３点に貢献すること（ＯＥＣ

Ｄの三大目的）である。理事会の下、政策分野毎の約 30の

委員会で議論が行われるとともに、閣僚理事会が年１回開

催される。サミット直前の開催が慣例であり、閣僚理事会

における経済成長、多角的貿易等についての議論はサミッ

トの議論に影響を与える。 

 

（２）閣僚理事会 

（ア）概要 

2017年６月 7日～8日、フランス・パリでＯＥＣＤ閣僚

理事会（議長国：デンマーク，副議長国：豪州，英国）が

開催され、我が国から、松村経済産業副大臣及び薗浦外務

副大臣ほかが出席した。今次閣僚理事会のテーマは、「グ

ローバル化を機能させるために：全ての人々によりよい生

活を」。反グローバル化や保護主義的な風潮が拡大する中、

非常に時宜を得た会合となった。 

（イ）主な論点 

松村経済産業副大臣は「全ての人々の利益のための

国際貿易及び投資（議題 9）」のセッションに出席し、

リードスピーカーとして、保護主義や不公正な貿易慣

行への対抗、ルールに基づく多角的貿易体制の重要性、

過剰生産能力問題の解決に向けた取組の必要性等を主

張し、これらの点は議長声明にしっかり反映された。 

 

３．世界貿易機関（ＷＴＯ）、経済連携協定(ＥＰＡ/ＦＴ

Ａ)、投資協定 

３．１．世界貿易機関（ＷＴＯ） 

（１）多角的自由貿易体制の要としての世界貿易機関 (Ｗ

ＴＯ）  

1930 年代に蔓延した保護主義が第二次世界大戦の一因

となったとの反省から、多国間の貿易自由化を目指し、

1948年に、最恵国待遇・内国民待遇を大原則とするＧＡＴ

Ｔ（関税及び貿易に関する一般協定）が発効した。ＧＡＴ
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Ｔ締約国は、数次のラウンド交渉1を含む 8 度の多角的交

渉を経て、相当程度の関税削減及び関税以外の貿易関連ル

ールの整備を実現し、1995年には、ＧＡＴＴを発展的に改

組してＷＴＯ（世界貿易機関）を設立した。 

現在 164か国が加盟するＷＴＯは、①交渉（ラウンド交

渉などによるＷＴＯ協定の改定、関税削減交渉）、②監視

（多国間の監視による保護主義的措置の抑止）、③紛争解

決（ＷＴＯ紛争解決手続による貿易紛争の解決）の機能を

有し、多角的な貿易を規律する世界の貿易システムの基盤

となっている。具体的には、①ＷＴＯの交渉機能について

は、2001年、ＷＴＯ設立後初のラウンド交渉として「ドー

ハ開発アジェンダ」が立ち上げられ、17年経った現在に至

るまで交渉が継続されている。ラウンド交渉が進まない中、

ＩＴＡ（情報技術協定）拡大交渉のほか、ＥＧＡ（環境物

品協定）交渉やＴｉＳＡ（新たなサービス貿易協定）交渉

といった有志国による個別ルール・分野毎の複数国間交渉

（プルリ交渉）が積極的に行われてきた。②ＷＴＯの監視

機能は、保護主義を抑止し、自由貿易体制の維持に重要な

役割を果たしている。近年、世界経済の減速等を受けて、

保護主義的な動きが活発化しており、保護主義監視、保護

主義抑止のための政治的コミットメントが重要となって

いる。③ＷＴＯの紛争解決機能は、二国間の貿易紛争を政

治化させることなく中立的な準司法的手続によって解決

するシステムである。ＷＴＯにおいて、協定（ルール）の

実施に係る紛争解決手続が有効に機能しており、新興国を

含め、紛争解決手続の活用件数が増加している。我が国も

ルール不整合である他国の措置による自国の不利益を解

消し、先例の蓄積によってルールを明確化させることを目

指し積極的に活用している。本節では、ドーハ・ラウンド

交渉の状況、ＩＴＡ拡大交渉、ＥＧＡ交渉、ＴｉＳＡ交渉、

といったラウンド外の複数国間（プルリ）交渉のほか、新

たな課題への取組、保護主義抑止に向けた取組、ＷＴＯ協

定の実施、紛争解決手続きを概観する。 

 

（ア）ドーハ・ラウンド交渉（多角的交渉の推進） 

2001 年にカタールのドーハで行われた第４回ＷＴＯ閣

僚会議において立ち上げが宣言されたドーハ開発アジェ

ンダ（以下「ドーハ・ラウンド」）（第１図）は、産品の貿

                                                   

 
1 1960年に開始された第５回交渉（ディロン・ラウンド）以降、多角的交渉は「○○ラウンド」と呼ばれる。 

易自由化のみならず、サービス貿易、アンチ・ダンピング

などの貿易ルール、環境、途上国問題も含んでおり、グロ

ーバリゼーションやＩＴ化が進んだ新たな時代の要請に

対応した幅広い分野を扱っていることが特徴である（第２

図）。日本にとって本ラウンドの推進は、１.他の先進国及

び主要途上国の関税を削減する、２.我が国サービス産業

の海外市場への参入を容易にする、３.通商ルール強化に

より予見可能性を高め、通商紛争を予防する、４.加盟国・

地域の国内構造改革を推進するきっかけとなる、等の意義

がある。 

ラウンド交渉は、経済発展段階や利益・関心の異なる加

盟国・地域間での合意を目指すという、複雑かつ困難なも

のである。先のウルグアイ・ラウンドでは 8年間の歳月を

かけ、一進一退を繰り返しつつ、関係者の粘り強い交渉に

より合意が達成された。ドーハ・ラウンドは、2008年７月

の閣僚会合の決裂以後、先進国と新興途上国の対立により

交渉が停滞し、2011年 12月の第８回ＷＴＯ閣僚会議では、

議長総括における「政治ガイダンスの要素」として、ドー

ハ・ラウンドについて、近い将来の一括受諾の見通しがな

いことを認めつつも、「新たなアプローチ」を見出す必要

性を共有し、進展が可能な分野で、先行合意を含め議論を

進めることが合意された。 

その後の交渉を通じて、貿易円滑化、農業の一部、開発

が進展可能な分野であるとの共通認識が形成され、2013 

年 12 月にインドネシア・バリで開催された第９回ＷＴ

Ｏ閣僚会議（ＭＣ９）において精力的な交渉の結果、ＷＴ

Ｏ設立後初のマルチ協定である貿易円滑化協定を含むバ

リ・パッケージが合意された。 

 

第１図 ドーハ・ラウンド交渉の経緯 
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資料：経済産業省作成 

第２図 ドーハ・ラウンド一括受諾の交渉項目と主要論点 

農業 
関税・国内補助金の削減、輸出補助

金の撤廃等 

ＮＡＭＡ 

（非農産品市

場アクセス） 

関税削減（スイス・フォーミュラ、分

野別関税撤廃）、非関税障壁の撤廃  

サービス 
外資規制の削減等の自由化、国内規

制の透明化等の規律強化  

ルール 
アンチ・ダンピングの規律強化、補

助金の規律強化  

貿易円滑化 
貿易手続の簡素化、迅速化、その実

施に伴う途上国支援 

開発 
途上国に対する特別な取扱い（Ｓ＆

Ｄ） 

ＴＲＩＰＳ 

（知的所有権） 

ワイン・スピリッツの地理的表示（Ｇ

Ｉ）多国間通報登録制度 

貿易と環境 
環境関連の物品・サービスに係る貿

易の自由化・円滑化 

資料：経済産業省作成 

 

2015 年 12 月にケニア・ナイロビで開催された第 10回

ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ10）においては、農業の輸出競争（輸

出補助金撤廃、輸出信用の規律強化等）、開発分野で合意

を得るとともに、ＩＴＡ拡大交渉の妥結をみた（詳細後述）。

ドーハ・ラウンドの今後の扱い及び新たな課題への取組に

ついては、最終的に見解は一致せず、閣僚宣言にドーハ・

ラウンド交渉継続の可否に関して両論併記され、また時代

に即した新たな課題への取組（詳細後述）の有無について

も、同様に両論併記された。 

 第 11 回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ11）は 2017 年 12 月に

アルゼンチンのブエノスアイレスで行われた。成果文書に

ついては、閣僚会議の最終日まで参加閣僚による交渉が行

われたが、閣僚宣言はまとまらず、議長声明の発出にとど

まった。また、農業についても、今後の交渉の進め方を含

め合意を得ることはできず、先進国、途上国等立場が異な

                                                   

 
2ITA 対象品目のリストは、附属書Ａ（対象品目が HS によって特定されている品目）と、附属書 B（関税分類にかかわらず対象とさ

れる品目リスト）で構成されている。 

る多くの国の全会一致による合意の難しさが閣僚会議の

場においても示された形となった。そうした中でも、各加

盟国からはＷＴＯに関与し続ける姿勢は示され、全加盟国

での目立った成果は出せなかったものの、漁業補助金につ

いて、第 12 回閣僚会議（ＭＣ12）に向けて議論を継続す

ることとなった。また、電子商取引、中小企業（ＭＳＭＥ

ｓ）、投資円滑化といった新しい課題について、今後のＷ

ＴＯにおける議論を後押しする有志国の共同声明が発出

された。 

なお、ＭＣ11 のマージンで、第 1 回日米欧三極貿易大

臣会合が開催され、日本、米国、ＥＵの三極が連携し、第

三国による市場歪曲的な措置に対処していくことに合意

した。2018 年３月にはベルギー・ブラッセルで第 2 回会

合を開催し、①産業補助金に対するルールの強化に向けた

検討、②ＷＴＯにおける共同での協議要請の検討、③Ｇ7、

Ｇ20、ＯＥＣＤといった国際フォーラムにおける連携、等

の具体的な共同アクションに合意した。 

（イ）ＩＴＡ（情報技術協定）拡大交渉 

(A)拡大交渉の背景 

ＩＴＡ（情報技術協定）は、ＩＴ製品 144品目（ＨＳ６

桁ベース：附属書Ａ2掲載品目のみ）について、ＩＴＡ参加

国の当該品目の譲許税率を撤廃する取決めである。1996

年 12 月のシンガポールＷＴＯ閣僚会議の際に日米 EU 韓

など 29か国で合意し、1997年に発効した。それ以降、中

国、インド、タイなど参加国数が拡大し、2018年３月末現

在、82か国・地域（ただしメキシコ、ブラジル等中南米の

主要国や南アフリカ等は未参加）が協定に参加している。

これらの国のＩＴＡ対象物品の世界貿易総額に占める割

合は 97％以上となっている。主な対象品目は、半導体、コ

ンピュータ、通信機器、デジタルカメラ（静止画用）等で

ある。 

現行協定の発効から 18 年が経過し、その間の技術進歩

を受け、ＩＴＡ協定の品目リストの拡大と対象範囲の明確

化に対する各国産業界からの期待が高まっていった。 

ＩＴＡ拡大交渉は、具体的には、技術進歩により高機能

化、デジタル化している医療機器やデジタルビデオカメラ、

高機能化・多機能化した新型集積回路等を新たにＩＴＡの
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対象とする品目リストの拡大や、範囲を巡って過去にＷＴ

Ｏの紛争解決手続に付託されたこともある、ＩＴＡの対象

等(現行協定の附属書Ｂから附属書Ａへの移行を含む)の

明確化を目的としている。 

(B)拡大交渉立ち上げまでの経緯 

2011年３月に、日本、米国、韓国、台湾等、17か国 39

業界団体（その後、同年５月に 18か国 41団体）がＩＴＡ

拡大を要請する共同声明を発表。これを受け、ＩＴＡの主

要参加国（日本、米国、中国、韓国、台湾など）がほぼ全

て参加するＡＰＥＣで、日本、米国が連携してＷＴＯでの

ＩＴＡ拡大交渉に向けた機運の醸成を開始した。具体的に

は、2011 年 11 月のＡＰＥＣホノルル首脳会議で、「ＡＰ

ＥＣエコノミーが品目及びメンバーシップ拡大に向けた

交渉開始にリーダーシップを発揮していく」旨に合意した。 

このＡＰＥＣ首脳宣言を受けて、日本、米国連携の下、

2012 年前半の交渉開始を目指して協定参加国間の意見調

整を行ってきた。他方で、交渉立ち上げの最終局面まで、

ＥＵが関税交渉と非関税障壁交渉をリンクさせてＩＴＡ

拡大交渉を行うべきと強く主張し、ドーハ・ラウンドが停

滞する中、産業界の期待に応え、ＷＴＯが迅速に結果を出

すためには、関税交渉に集中すべきと主張する日米等各国

との間で協議が続いた。日本、米国は、各国と連携してＥ

Ｕに対して働きかけを行い、最終的には関税交渉と非関税

障壁交渉を切り離すことでＥＵも合意し、交渉立ち上げの

道筋ができた。 

2012年５月には、日本、米国等が共同で拡大交渉の開始

を呼びかけるコンセプトペーパーをＷＴＯに提出し、５月

14 日にジュネーブのＷＴＯ事務局で開催されたＩＴＡ15

周年記念シンポジウムの翌日に開催されたＩＴＡ委員会

公式会合で、ＩＴＡ拡大及びそのための作業を開始してい

くことに各国の強い支持があり、実質的な交渉が開始され

た。 

(C)拡大交渉妥結までの経緯 

交渉立ち上げ以降、月に１回の頻度で交渉会合がジュネ

ーブで開催され「品目候補リスト」の作成が進み、2012年

秋からは、フィリピン、シンガポール、中国が参加し、品

目候補の絞り込みが始まったが、中国が多くの対象品目の

除外を主張したため、交渉はしばしば中断された。 

2014 年 11 月のＡＰＥＣ北京首脳会議の際に行われた米

中首脳会談における米中間の対象品目合意の後、2015 年

７月、交渉参加メンバーは拡大対象品目 201品目（新型半

導体、半導体製造装置、デジタル複合機・印刷機、デジタ

ルＡＶ機器、医療機器等）に合意し、同月、関税撤廃期間

や実施スケジュール等の合意に関する宣言文とともに、Ｗ

ＴＯ一般理事会で報告・公表された。 

2015 年９月からは、我が国がＩＴＡ拡大交渉の議長を

務め、個別の対象品目の関税撤廃期間等に関する交渉を行

った。そして、2015年 12月、ケニア・ナイロビで開催さ

れた第 10 回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ10）において、林元経

済産業大臣が議長を務め、対象品目の世界貿易額の 90％

以上をカバーする、53メンバー（ＥＵ加盟国 28か国を含

む）で交渉妥結に至った。 

201 対象品目の全世界貿易額は年間 1.3 兆ドルを上回

り、世界の貿易総額の約 10％に相当する。これは自動車関

連製品が世界貿易に占める割合 4.8％を大幅に上回る規

模である。日本からの 201対象品目の対世界輸出額は約９

兆円（日本の総輸出額約 73兆円の約 12％）輸出先での関

税削減額は約 1700 億円と試算される。（2014 年の貿易デ

ータを基に試算。） 

（ウ）ＥＧＡ（環境物品協定）交渉 

(A)議論の背景 

2001年のドーハ閣僚宣言において、「環境関連物品及び

サービスに係る関税及び非関税障壁の撤廃及び削減」に関

する交渉の立ち上げと、貿易と環境に関する委員会特別会

合(ＣＴＥＳＳ)の設置が盛り込まれ、これを受けて、ＣＴ

ＥＳＳにおいて関税削減・撤廃の対象となる環境物品リス

トに関する議論が行われてきた。 

その後、ドーハ・ラウンド交渉が停滞する中で、ＡＰＥ

Ｃに場を移して環境物品の関税削減・撤廃が議論された。

2011年 11月のＡＰＥＣホノルル首脳会議で、2015年末ま

でに対象物品の実効関税率を５％以下に削減する旨合意

され、2012年９月のＡＰＥＣウラジオストク首脳会議で、

その対象品目として 54品目に合意した。 

(B)交渉立ち上げまでの経緯 

ＡＰＥＣにおいて環境物品 54 品目の関税削減が合意さ

れたことも受け、2012年 11月より、ジュネーブにおいて、

環境物品の自由化推進国で形成する「環境フレンズ」国（日

本、米国、ＥＵ、韓国、台湾、シンガポール、カナダ、豪

州、ニュージーランド、スイス、ノルウェー）で、ＷＴＯ

での今後の環境物品自由化の交渉の進め方についての議
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論が開始された。 

2013年６月には、米国が「気候変動に関する大統領行動

計画」を発表。その中で、ＡＰＥＣ環境物品リストを基に、

ＷＴＯにおいて、太陽光、風力、水力、地熱などクリーン

エネルギー技術を含んだ環境物品の貿易自由化に向けた

交渉を立ち上げること、今後１年間で当該品目の世界貿易

シェアの 90％を占める国の参加を目指すこと等に言及し

た。 

その後、2013年 10月のＡＰＥＣバリ首脳会議において、

ＡＰＥＣ環境物品リストを基にＷＴＯで議論を前進させ

る機会を探求する旨合意したことも受け、ジュネーブにお

ける議論が加速した。そして、2014年１月に、ダボスのＷ

ＴＯ非公式閣僚会合の開催にあわせて、米国が主導して、

有志国 14 か国・地域（日本、米国、EU、中国、韓国、台

湾、香港、シンガポール、カナダ、豪州、ニュージーラン

ド、スイス、ノルウェー、コスタリカ）が、ＷＴＯにおけ

る環境物品交渉の立ち上げに向けた声明を発表した。 

2014 年７月に、有志国 14 か国・地域で環境物品交渉を

立ち上げ、ＡＰＥＣで合意した 54 品目より幅広い品目で

関税撤廃を目指すことを確認した。 

(C)交渉の現状 

2014 年７月以降、２か月に１～２回のペースで交渉会

合がジュネーブで開催されている。2015 年 4 月以降、積

み上げが行なわれた品目について、環境クレディビリティ

の観点から議論が行なわれ、対象品目の絞り込み作業が進

められた。 

2015 年 11 月の交渉会合では、同年 12 月のケニア・ナ

イロビで開催された第 10 回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ１０）

での品目合意を目指し議論が行なわれたものの、合意には

至らなかった。 

2016 年５月のＧ７伊勢志摩サミット、６月のＯＥＣＤ

閣僚理事会のマージンでの閣僚級会合を経て、同年９月の

Ｇ20首脳会合までの妥結を目指す方向で合意した。 

2016 年７月、Ｇ20 上海貿易大臣会合のマージンで、交

渉参加 10メンバーの閣僚級会合が開催された。Ｇ20貿易

大臣会合声明において「９月の杭州サミットまでに着地点

に達した上で、本年末までに行なわれるＥＧＡ閣僚級会合

で妥結することを目指す」ことに、中国を含む形で、合意

した。 

2016年９月、Ｇ20杭州サミット首脳宣言において、「交

渉の着地点に到達したことを歓迎し、参加国の核心的な懸

念に対処する効果的な方法を見出した上で、残された懸隔

を埋め、幅広い環境物品に対する関税撤廃を追求する野心

的な未来志向のＥＧＡを 2016 年末までに妥結するための

努力を倍加するとの目標を再確認」された。 

Ｇ20 杭州サミット首脳宣言で年内妥結に向け努力を倍

増するとされたことを踏まえ、2016年 12月に妥結を目指

し閣僚会合を開催。しかし同会合では対象品目に関する立

場の懸隔が埋まらず、妥結には至らなかった。 

交渉参加メンバーは、2015年１月からはイスラエルが、

３月からはトルコ及びアイスランドが交渉に加わり、2018

年３月末現在では 46か国・地域（ＥＵ28カ国を含む）が

交渉に参加している。 

今後の交渉スケジュールは未定だが、我が国としては、

2017 年８月にＥＧＡ北京シンポジウムを主催するなど早

期交渉再開のモメンタム醸成に取り組んでいる。 

（エ）ＴｉＳＡ（新たなサービス貿易協定）交渉 

1995 年のＧＡＴＳ発効から長期間が経過し、この間に

インターネットの普及をはじめとする技術革新の影響を

受け、サービスの提供・消費の態様が大きく変化してきて

いることを背景に、ＷＴＯにおいても状況変化に対応した

約束表の改訂や新たなルールの策定が求められてきた。し

かしながら、ドーハ・ラウンドが膠着し、急速な進展が見

込めない状況となり、各国はＦＴＡ/ＥＰＡの締結等を通

じてサービス貿易の自由化を推進してきた。 

こうした中、2011年 12月に開催された第８回ＷＴＯ閣

僚会議では、１.途上国が強く支持するドーハ開発アジェ

ンダは打ち切らない一方、２.一括妥結は当面実現不可能

であることを認め、部分合意、先行合意等の可能な成果を

積み上げる「新たなアプローチ」を試みることで一致した。 

これを受け、2012年初頭から、「新たなアプローチ」の

一環として、有志国・地域によるサービス貿易自由化を目

的とした新たな協定の策定に関する議論が開始された。

2012年７月５日には、交渉のモメンタムの維持・拡大、有

志国・地域以外の国々に対する透明性の確保と議論への参

加の奨励を目的として、それまでの約半年間の議論で方向

性の一致したものを取りまとめたメディア・リリース「サ

ービス貿易交渉の進展」が公表された。日本を含む有志国・

地域は、自由化の約束方法、新たなルールなど、21世紀に

ふさわしい新たなサービス貿易協定に向けた議論を重ね、
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2013 年６月には、本格的な交渉段階に移ったことを確認

する共同発表を行い3、２か月に１回程度の頻度で交渉を

行ってきた。2016 年１月のＴｉＳＡ非公式閣僚会合で、

2016 年中の交渉妥結を目標として交渉を加速化すること

で一致し交渉が行われたが、議論の収束には至らなかった。

2018 年３月末現在のメンバーは、51 か国・地域（日本、

米国、ＥＵ（28か国）、豪州、カナダ、韓国、香港、台湾、

パキスタン、イスラエル、トルコ、メキシコ、チリ、コロ

ンビア、ペルー、コスタリカ、パナマ、ニュージーランド、

ノルウェー、スイス、アイスランド、リヒテンシュタイン

及びモーリシャス）である。 

（オ）貿易円滑化協定 

 貿易円滑化協定は、貿易取引の時間とコストを削減し、

貿易・投資の拡大を通じた経済の成長・発展を目指す協定

である。ドーハ・ラウンド交渉の成果であり、1995年のＷ

ＴＯ設立以来はじめて全加盟国が参加して作成された新

協定である。 

貿易円滑化協定は 2004年 11月にドーハ・ラウンド交渉

の一分野として交渉が開始され、2013年 12月第９回ＷＴ

Ｏ閣僚会議でバリ合意の一部として採択された。2014 年

11 月には全加盟国が参加するＷＴＯ一般理事会で貿易円

滑化協定をＷＴＯ協定に追加するための改定議定書が採

択された。その後 2017 年２月、ＷＴＯ全加盟国（164 加

盟国）の３分の２（110加盟国）の受諾により発効に至っ

た。 

貿易円滑化協定は、貿易規則の透明性の向上に関する措

置、税関手続きの迅速化・簡素化に関する措置、途上国に

対する優遇措置及び能力構築などを内容とする。ＷＴＯに

よれば、協定の完全な実施により、加盟国の貿易コストは

平均 14.3％減少すると試算されている。さらに、貿易円滑

化協定は貿易・投資の拡大に加え多角的貿易体制の強化に

も資するものであり、協定に含まれる条項がすべての加盟

国で完全に実施されるよう、我が国としても積極的な働き

かけを行っている。 

（カ）保護主義の抑止 

                                                   

 
3外務省 HP（http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press6_000387.html）参照。 
4 『通商白書 2009』第２章第３節参照 
5 2014年のＧ20 ブリスベン・サミットでも、2013年のＧ20サンクトペテルブルグ・サミットにおけるスタンドスティル及びロール

バックのコミットメントが再確認された。 

世界経済危機以降、自国産業支援や雇用確保を目的とし

た保護主義的措置の導入を求める政治的圧力が各国で高

まった4。そうした国内の圧力を受けて保護主義的措置を

とる国があると、他国の追随や報復などの連鎖を招き、世

界全体に保護主義が蔓延し、世界貿易・経済に悪影響を及

ぼすことが懸念された。そうした中で、多角的貿易体制を

体現するＷＴＯは保護主義を抑止し、自由貿易体制の維持

に重要な役割を果たしている。近年、世界経済の減速等を

受けて、保護主義的な動きが活発化している。そうした中、

下記に述べるような保護主義監視、保護主義抑止のための

政治的コミットメントはますます重要となっている。 

Ｇ７、Ｇ20 およびＡＰＥＣなどの国際会議の場では保

護主義抑止を求める国際的な高いレベルの政治宣言がな

されてきた。加盟国はＷＴＯ協定を遵守する義務を負うが、

政治合意により協定以上のコミットが表明されるという

意義がある。2016年５月のＧ７伊勢志摩サミット、９月の

Ｇ20杭州サミット、10 月の日中韓経済貿易大臣会合、11

月のＡＰＥＣ首脳会議・閣僚会議、の成果文書において、

保護主義抑止の必要性について再確認された。 

また、Ｇ７、Ｇ20およびＡＰＥＣなどにおける保護主

義抑止の政治宣言については、保護主義抑止の実効性を

高めるため、ＷＴＯ整合的であっても重大な保護主義的

影響を及ぼす措置の最大限の自制に加えて、２つの大き

な要素が存在する。一つは、「スタンドスティル（現状維

持）」のコミットメントであり、新たな保護主義的措置を

実施しないことを約束している。もう一つは、既に導入

された保護主義的措置を是正すること、即ち、「ロールバ

ック」のコミットメントである。2016年９月に中国・杭

州で開催されたＧ20杭州サミットでは、2018年までの

「スタンドスティル」約束及び「ロールバック」のコミ

ットメントを再確認した。5  

（キ）新たな課題への取組 

 第 10 回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ10）の閣僚宣言において

「新たな課題」への取組みを求める立場が初めて明記され

たことを受け、電子商取引、ＭＳＭＥｓ、投資円滑化とい

第
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部 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press6_000387.html
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った新たな課題に関する議論が開始された。第 11 回ＷＴ

Ｏ閣僚会議（ＭＣ11）では、これらの課題に関し、有志国

による共同声明が発出され、ＷＴＯでの議論を進めていく

ことが確認された。特に電子商取引については、我が国の

主導により、豪州、シンガポールと共に WTOにおける電子

商取引の議論を積極的に進めるべきとの意思を共有する

国を集めた有志国閣僚会合を開催し、71 のＷＴＯ加盟国

が参加する共同声明の発出に至った。この共同声明を受け、

2018 年 3 月から有志国会合が定期的に開催され、電子商

取引に関する将来的なルール作りにむけた議論が行われ

ている。 

（ク）紛争解決手続に付託して解決を図っている事案 

我が国は、ＷＴＯ協定に違反する外国政府の政策・措置に

ついて、二国間交渉やＷＴＯ紛争解決手続等、あらゆる機

会を通じてその是正を図っている。我が国が当事国として

ＷＴＯ紛争解決手続に付託し、解決を図っている最近の事

例は以下のとおりである。 

(A) 韓国の日本製空気圧伝送用バルブに対する AD措置 

2014 年 2 月、韓国政府は韓国国内企業からの申請を受け

て、日本からの空気圧伝送用バルブに対する AD 調査を開

始した。2015 年 1 月、韓国政府は、当該産品の輸入につ

いて、ダンピングの事実、国内産業の損害及びこれらの因

果関係があるとして AD 税を賦課する最終決定を行い、同

年 8月に課税を開始した。 

本件において、韓国側は、輸入品が国内品の価格に対し

て影響を与えていることに関する説得的な説明を行って

おらず、ダンピングによる国内産業への損害及び因果関係

の認定上の瑕疵があり、また、重要事実開示等の調査手続

上の瑕疵があると考えられ、韓国の本件 AD措置は、AD協

定に違反する可能性がある。 

我が国は韓国政府に対し、AD協定に整合しない本件 AD措

置の撤廃を求め、二国間の対話による解決を図ってきたが、

解決に至らなかったため、2016年 3月、本件 AD措置につ

いて、WTO協定に基づく二国間協議要請を行った。協議結

果を踏まえ、同年 6月 9日に、我が国は WTOに対し、本件

AD 措置について、パネルでの審理を要請し、同年 7 月 4

日、パネルが設置された。2017年 11月に当事国配布され

たパネル最終報告書（公表は 2018 年 4 月予定）は、日本

の核となる主張を認め、韓国 AD 措置を WTO 協定不整合と

認定している。  

(B)インドの日本製熱延鋼板に対するセーフガード措置 

インド政府は 2015 年 9 月 7 日、熱延鋼板に対するセー

フガード調査を開始し、同年 9月 9日に暫定措置を発動す

る旨の決定を行い、2015年 9月 14日から暫定措置による

課税を開始した。暫定措置は最長 200 日間とされている。

2016年 3月 15日、インド商工省セーフガード総局は熱延

鋼板の輸入増加及び国内産業への損害のおそれ等を認定

する最終答申を行い、これを受けて同年 3 月 29 日、イン

ド財務省は、暫定措置の開始から起算して 2年 6か月間の

セーフガード措置を発動する旨の官報告示を行った。 

WTO協定上のセーフガードの発動要件として、輸入の増

加が「GATTに基づいて負う義務の効果」として生じている

ことが必要であるが、インドの最終報告書において、GATT

上の譲許税率が 40％であるとの記載はあるものの、その

義務の効果により輸入が増加したとの適切な認定がされ

ていない。 

また、日本はインドとの間に日本・インド包括的経済連

携協定（日印 CEPA）を締結しており、当該品目の関税を引

き下げている。しかし、日印 CEPA に基づく関税譲許の義

務は、上記 GATT19 条 1 項(a)の規定する「GATT に基づい

て負う義務」ではないため、WTO協定上のセーフガードを

発動するための調査において、日印 CEPA による関税譲許

の効果として生じている輸入増加を考慮してはならない

と考えられる。 

さらに、インドの調査報告書において、中国の過剰生産

やインド国内での需要増加等の事実を GATT19 条 1 項(a)

に規定する「事情の予見されなかった発展」として認定し

ているが、これらの事実は単なる需給関係の変化であって

予見の範囲内であると考えられる。また、先例上、国産品

と輸入品の競争条件について国産品にのみ不利な変更を

生じさせるようなものでなければならないと解釈されて

いるところ、インドの述べる事実は輸入品と国産品の双方

に同じく影響し、国産品の競争条件に不利な変更を生じさ

せるものではないため、「事情の予見されなかった発展」

には該当しないと考えられる。 

加えて、セーフガードを適切に発動するためには、

GATT19 条 1 項(a)や SG 協定上の実体要件・手続要件を満

たす必要があるが、これら要件の多くも適切に満たしてい

ないと考えられる。 

以上のように、インド当局は上記発動要件を適切に認定
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しておらず、本措置は GATT19 条 1 項(a)や SG 協定に不整

合であると考える。 

我が国は、2015 年 9 月の調査開始以降、インドの本件

措置に関し、意見書の提出及び公聴会への参加等を通じ

WTO協定への抵触の可能性を指摘してきた。しかしながら、

本措置の撤廃の動きが見られなかったことから、2016 年

12 月、我が国はインドに対して WTO 協定に基づく二国間

協議要請を行った。二国間協議は 2017 年 2 月に実施され

たが、熱延鋼板のセーフガードについては協議による解決

に至らなかったため、同年 3月にＷＴＯ紛争処理小委員会

（パネル）での審理を要請し、同年 4月にパネルが設置さ

れ、現在パネル審議中である。 

また、インド政府が 2016 年 2 月に導入した鉄鋼製品に

対する最低輸入価格制度（Minimum Import Price : MIP）

は、品目毎に設定した最低輸入価格を下回る鉄鋼製品につ

いてインド国内への輸入を禁止・制限する措置であり、

GATT第 11条（輸入数量制限の一般的廃止）に違反する可

能性が高いとして上記セーフガード措置と同時に WTO 協

定に基づく二国間協議要請を行った。インド政府は MIPを

6ヶ月間の時限措置として導入し、適用期間の延長を繰り

返していたが、協議要請後は延長を措置せず、2017年 2月

に MIPは失効した。 

(D)ブラジルの内外差別的な税制恩典措置について 

ブラジルは、2011年９月、自動車に対する工業品税（工

業品に課される付加価値税）の税率を 30％引き上げると

ともに、2012年 10月より、自動車メーカーに対して、ブ

ラジル国内での一定の製造工程の実施、ブラジル国内での

研究開発等への投資などの要件を満たした場合、自動車の

製造に使用されたローカルコンテントの比率等に応じて、

工業品税の減税を認める政策（イノバール・アウト）を実

施した。また、情報通信機器分野においても、ブラジル国

内での生産・投資やローカルコンテントの使用等に関連付

けた税制恩典措置等を行った。 

これらの措置は、税の減免等という利益を受ける上で輸

入品を不利に扱っており、ローカルコンテントの利用を奨

励している点でＧＡＴＴ第３条及びＴＲＩＭｓ第２条、補

助金協定第３．１条(b)号等に抵触する可能性があること

から、15年７月に、ブラジルに対して二国間協議要請を行

った。同年９月にブラジルとの協議を実施したが、満足の

いく解決策が得られなかったことからパネル設置要請を

行い、同月、パネルが設置され、17 年 8 月にパネル最終

報告書が加盟国配布され、ブラジルの措置は WTO協定不整

合と認定された。その後、同年 9月にブラジルがパネル報

告書の判断を不服として上級委員会への申立てを行い、現

在上級委で審議中である。 

 

３．２．経済連携協定､投資協定 

(1)経済連携協定(ＥＰＡ／ＦＴＡ)) 

ＥＰＡ (経済連携協定)/ ＦＴＡ(自由貿易協定）とは、

物品関税の削減・撤廃、サービス貿易の自由化、投資環境

の整備、ビジネス環境の向上に関する協議の場の設置等を

規定し、幅広い経済関係の強化を目的とする 2国間又は多

国間の国際協定をいう。 

経済連携の推進は、国内に立地する輸出企業にとっては、

関税削減等を通じた輸出競争力の維持又は強化の面で意

義があり、他方で、外国に投資財産を有する企業やサービ

スを提供する企業にとっては、海外で事業を展開しやすい

環境が整備されるという点で意義がある。 

1990 年代以降､国際経済環境や各国の開発戦略の変化

により地域統合の動きが加速し､ＥＰＡ／ＦＴＡの締結数

が年々増加してきている｡その背景としては､①欧米諸国

が経済的関係の深い近隣諸国との間で貿易･投資の自由

化･円滑化等による経済連携を図る動きを活発化させたこ

と(例:米国がＮＡＦＴＡ (1994 年発効)､ＥＣ(1993 年に

EU へ発展)が単一市場の構築への取組を加速させる等)､

②ＮＩＥｓやＡＳＥＡＮがいち早く経済開放を推し進め

ることにより高成長を果たす中、チリ・メキシコ・ペルー

等の新興国が貿易・投資の自由化や市場メカニズムの導入

へと経済政策を転換させ､その中でＥＰＡ／ＦＴＡを活用

する戦略を採ったこと､さらに､③2000 年代後半以降､WTO

ドーハ・ラウンド交渉が停滞する中､世界の主要国が貿易･

投資の拡大のために積極的にＥＰＡ／ＦＴＡを結ぶよう

になったこと等が挙げられる｡ＧＡＴＴ第 24 条等に基づ

く地域貿易協定(ＲＴＡ)の通報件数を見ると､1948 年か

ら 1994 年の間にＧＡＴＴに通報されたＲＴＡ（ＦＴＡや

関税同盟等）は 124件であったが、1995 年のＷＴＯ創設

以降、400を超えるＲＴＡが通報されており、2018年 3月

30 日時点でＧＡＴＴ／ＷＴＯに通報された発行済みＲＴ

Ａは 456件に上る｡ 

以下､2017年度までの取組について説明する｡ 
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図：日本の経済連携の推進状況 

 

 

（ア）アジア太平洋地域の経済統合と世界のＦＴＡ動向 

アジア太平洋地域では､ＡＰＥＣ参加国・地域の間で、

アジア太平洋自由貿易圏(ＦＴＡＡＰ）の実現が目指され

ており､そのための道筋として､環太平洋パートナーシッ

プ（ＴＰＰ）、東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）、

日中韓ＦＴＡ等の広域経済連携の取組が同時に進行して

いる。 

2013 年３月には日中韓ＦＴＡ､2013 年５月にはＲＣＥ

Ｐについてそれぞれ交渉が開始され､米国とＥＵとの間で

も 2013 年７月にＴＴＩＰ協定交渉が開始した｡20167 年

３月現在､北米､欧州､アジア太平洋の各地域をつなぐ様々

な経済連携の取組が同時並行で進行している｡これらの取

組が相互に刺激し合うことで高い相乗効果を生み､先進国

間でも高いレベルのＥＰＡ／ＦＴＡの締結が進むことで

世界全体の貿易投資に関するルール作りが進むことが期

待されている｡ 

米国のＴＰＰ離脱表明をはじめ、世界で保護主義の風潮

が高まる中、我が国は自由貿易の旗手として、自由で公正

な市場を、アジア太平洋地域を始め世界に広げていくこと

を目指していく必要がある。 

（イ）我が国の経済連携取組状況 

(A)環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ:Trans-Pacific 

Partnership）（2016年 2月 4日署名） 

我が国は、環太平洋パートナーシップ協定（以下、TPP）

に関し、2013 年 3 月に参加を表明、同年７月から豪州、

ブルネイ、カナダ、チリ、マレーシア、メキシコ、ニュー

ジーランド、シンガポール、ペルー、米国、ベトナムの 11

か国との交渉に参加した｡その後の交渉を経て、2015年 10

月米国アトランタで大筋合意に至り、｡2016年２月４日に

オークランドで署名がなされた。 

日本国内に於いては、2016 年 12 月 9 日に、ＴＰＰ協定

が国会で承認されるとともに、関連法案が可決・成立した。

その後、2017 年 1 月 20 日、ＴＰＰ協定現署名国 12 ヶ国

の中で最も早く国内手続き完了の通報を協定の寄託国で

あるニュージーランドに対して行った。 

一方、米国は、2017 年 1 月 30 日に、ＴＰＰ協定の締約

国になる意図がないことを通知する書簡を協定の寄託国

であるニュージーランド及びＴＰＰ協定署名国各国に対

して発出した。 

(B)環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的

な協定（ＣＰＴＰＰ： ComprehensiveProgresive and 

Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership） 

2017 年 1 月に米国が TPP からの離脱を参加各国に通告

した後、同年 3 月 15 日にチリにおいてＴＰＰ閣僚会合が

開催された。閣僚会合の結果、米国を除く TPP協定署名 11

か国が今後も結束して対応することを確認する共同声明

が発出された。 

共同声明を踏まえ、2017年 5月 21日にベトナムでＴＰＰ

閣僚会合が開催された。本会合では、原署名国の参加を促

進する方策も含めた、TPPの早期発効のための選択肢の検

討を 11 月の APEC 首脳会合までに完了させること等に合

意した。その後 7月に日本、8月豪州、9月・10月と日本

で首席交渉官会合が開催された。 

 11 月 9 日にベトナムにおいて TPP 閣僚会合が開催され

た。新協定の条文、凍結リスト等を含む合意パッケージに

全閣僚が合意（大筋合意）した。翌 10 日の閣僚会合で、

閣僚合意内容を確認、閣僚声明を作成した。閣僚声明には

①11か国による TPP（以下 TPP11）について合意に達した

こと、②TPP11 が、TPP の高い水準、全体的なバランスを

維持していること等が盛り込まれた。 

 2018 年 1 月に東京で首席交渉官会合が開催され、11 か

国間で TPP11の協定文が最終的に確定した。 

 3月 8日（現地時間）、チリにおいて TPP11協定の署名

を実現した。今後は各国が国内手続きを進め、早期発効を

目指す。 

(C)日ＥＵ・ＥＰＡ(交渉妥結 2017年 12月 8日) 

アジア太平洋地域以外の主要国・地域との取組として､

ＥＵとのＥＰＡ交渉が挙げられる｡我が国とＥＵは､世界

人口の１割､貿易額の４割､ＧＤＰの３割を占める重要な
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経済的パートナーであり､日ＥＵ・ＥＰＡは､日本・EU 間

の貿易投資を拡大し､双方の経済成長をもたらすとともに、

世界の貿易・投資のルール作りの先頭役を果たすものとい

える。 

2013 年４月の交渉開始以降､2017 年 4 月までに 18 回の

交渉会合が開催され、2017 年 7 月 8 日の日ＥＵ定期首脳

協議において交渉の基本的要素について大枠合意を確認

し、同年 12 月 8 日に日ＥＵ首脳間で交渉妥結が確認され

た。 

(D)東アジア地域包括的経済連携 (ＲＣＥＰ：Regional 

Comprehensive Economic Partnership)(交渉中)  

ＲＣＥＰは､世界全体の人口の約半分､ＧＤＰの約 3 割

を占める広域経済圏を創設するものであり､最終的にはＦ

ＴＡＡＰの実現に寄与する重要な地域的取り組みの一つ

である。 

東アジア地域では、既に高度なサプライチェーンが構築さ

れているが、この地域内における更なる貿易・投資の自由

化は、地域経済統合の拡大・深化に重要な役割を果たす。 

この地域全体を覆う広域ＥＰＡが実現すれば、企業は最

適な生産配分・立地戦略を実現した効率的な生産ネットワ

ークを構築することが可能となり、東アジア地域における

産業の国際競争力の強化につながることが期待される。ま

た、ルールの統一化や手続の簡素化によってＥＰＡを活用

する企業の負担軽減が図られる。 

2013 年５月にブルネイで第１回交渉会合が開催されて

以降､2018 年３月までに 21回の交渉会合と９回の閣僚会

合(４回の中間閣僚会合含む)が開催されている｡現在、貿

易交渉委員会（Trade Negotiating Committee）に加え、

物品貿易、原産地規則､税関手続・貿易円滑化、衛生植物

検疫措置 (ＳＰＳ)､任意規格・強制規格・適合性評価手続

(ＳＴＲＡＣＡＰ)､貿易救済、サービス貿易、金融サービ

ス、電気通信サービス、人の移動、投資、競争、知的財産、

電子商取引、政府調達、紛争解決といった幅広い分野につ

いて交渉が行われている。経済技術協力、中小企業につい

ては 2016年に合意。 

2018 年３月３日にシンガポールにおいて開催された第

４回ＲＣＥＰ中間閣僚会合では、ＡＳＥＡＮから年内妥結

を目指す発言があり、日本からは、市場アクセス、ルール

分野及び協力のバランスを取りつつ、一定の質が確保され

ることを前提として、年内妥結を目指すＡＳＥＡＮを支持

する旨を表明した。また、各国の首席交渉官に対して、交

渉を最終ラインに近づける具体的な成果の達成を確保す

るよう指示を行った。 

東アジアの成長を取り込み、我が国産業の国際展開を後

押しするものとなるべく、引き続き包括的で質の高い協定

の早期妥結を目指し交渉を進めていく。 

(E)日中韓ＦＴＡ（交渉中） 

日中韓３か国は、世界における主要な経済プレイヤーで

あり、３か国のＧＤＰ及び貿易額は､世界全体のＧＤＰ及

び貿易額の約２割を占める｡日中韓ＦＴＡは３か国間の貿

易･投資を促進するのみならず､ＦＴＡＡＰ（アジア太平洋

自由貿易圏）の実現にも寄与する重要な地域的取組の一つ

である。 

2013年３月に交渉を開始して以降､2018年 3月までに計

13 回の交渉会合を実施し､物品貿易､原産地規則､税関手

続､貿易救済､物品ルール、サービス貿易、投資、競争、知

的財産､衛生植物検疫 (ＳＰＳ)､貿易の技術的障害 (ＴＢ

Ｔ)､法的事項､電子商取引､環境､協力等の広範な分野につ

いて議論を行っている。なお、2016年 10月の日中韓経済

貿易大臣会合では、包括的かつ高いレベルの協定の実現を

目指し交渉を加速化していくことが確認された。 

(F)日・ＡＳＥＡＮ包括的経済連携（ＡＪＣＥＰ）協定（サ

ービス・投資章実質合意) 

ＡＳＥＡＮ全加盟国とのＥＰＡである日･ＡＳＥＡＮ包

括的経済連携(ＡＪＣＥＰ)は､2004 年 11 月の首脳間での

合意に基づき 2005 年４月より交渉を開始し､2008 年４月

14 日に各国持ち回りでの署名を完了し､加盟国との間で

順次発効している｡2010 年 10 月より交渉が行われていた

ＡＪＣＥＰのサービス貿易章・投資章については３年にわ

たる交渉を経てルール部分について実質合意に至り､2013

年 12 月の日ＡＳＥＡＮ特別首脳会議において同成果は各

国首脳に歓迎された｡その後、残された技術的論点の調整

等を実施した結果、2017年 11月の非公式日 ASEAN経済大

臣会合において、AJCEPのサービス貿易・投資に係る改正

議定書について、閣僚レベルの交渉終結に合意。今後は、

改正議定書の早期署名に向けた法的精査を進めることと

なった。 

(G)日ＧＣＣ・ＦＴＡ（交渉延期） 

バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウ

ジアラビア、アラブ首長国連邦からなるＧＣＣ(湾岸協力
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理事会)諸国とのＦＴＡについては､2006年９月に交渉が

開始され､2009年３月までに２回の正式会合と４回の中

間会合が実施された｡しかし 2009年７月に､ＧＣＣ側の要

請により交渉が延期されており､我が国は交渉再開に向け

て働きかけを行っている｡ 

この地域は､我が国の原油輸入量全体の約 77％(2016

年)を占め､また我が国からの総輸出額 2.1 兆円に達する

(2016 年)｡さらに､人口増加に伴う大規模なインフラ整備

の需要があり､各国による､官民一体となった売り込みが

積極的に展開されている｡貿易･投資拡大及び我が国のエ

ネルギー安全保障の観点に加えて､同諸国との間で経済関

係を含めた友好的な関係を形成･維持することが重要であ

る｡ 

（H）日・カナダＥＰＡ（交渉中） 

日カナダＥＰＡ交渉については、2011 年３月から 2012

年１月までに４回の共同研究が開催され、共同研究報告書

が作成された。共同研究の報告書を受け、2012年３月の日

カナダ首脳会談において、両国の実質的な経済的利益に道

を開く二国間ＥＰＡの交渉を開始することで一致した。第

１回交渉会合は 2012 年 11 月に行われ、最近では 2014 年

11月に第７回交渉会合が開催された。 

 (I)日・コロンビアＥＰＡ（交渉中） 

コロンビアは、2016 年 11 月にコロンビア政府とコロ

ンビア革命軍（FARC）の間での和平合意が議会で承認され、

安定した成長率（今後５年間で平均４％強）が見込まれる

人口約 4,900万人の市場であり、ＥＰＡを通じた貿易・投

資環境の改善により輸出入拡大が期待される。コロンビア

政府は経済の自由開放政策を掲げるなか、中南米諸国、米

国、カナダ、ＥＵ、及び韓国とのＦＴＡが発効済みである。 

 2011年９月の日コロンビア首脳会談において、日・コロ

ンビアＥＰＡの共同研究の立ち上げが合意されたことを

受けて共同研究が開始され、2012 年７月にあり得べきＥ

ＰＡは両国に多大な利益をもたらすことに資するとの報

告書がとりまとめられた。同報告書を踏まえ 2012 年 9 月

に行われた日コロンビア首脳会談にて､両国はＥＰＡ交渉

を開催することで一致し、2012年 12月に第１回交渉が開

催された。 

 その後、2017 年３月末までに、13 回の交渉会合が開催

された。また、2016 年 9 月に続き同年 11 月にも行われ

た日・コロンビア首脳会談においては、両首脳は、交渉が

最終段階にあり、交渉の早期妥結を目指すことを確認した。 

 (J) 日・トルコＥＰＡ（交渉中） 

トルコは高い成長率が見込まれ、人口 8,000万人の魅力

的な市場を持つ。貿易・投資環境の改善による輸出入拡大

が期待され、我が国企業の関心は高い。日・トルコ間の投

資・ビジネス環境の改善や、発効済の韓国・トルコＦＴＡ

（物品協定）に劣後しない貿易の自由化や規律の策定を目

指している。 

2014 年 1 月の日トルコ首脳会談において、交渉開始が

合意された。同年12月に第1回交渉会合を開催して以降、

2018年 3月までの間に計 8回の交渉会合を開催。 

日・トルコＥＰＡによって、欧州企業や韓国企業といっ

た競合相手との競争条件の平等化を早急に図ることを通

じ、トルコへの日本企業の輸出を後押しするとともに、周

辺国への輸出・新規参入を狙うハブとしての競争力を高め

るべくトルコの投資環境関連制度の改善を図ることを目

指す。 

(K)日・韓ＥＰＡ（交渉中断中） 

韓国とのＥＰＡ交渉は 2003年 12月の交渉開始後、

2004年 11月の第６回交渉会合を最後に中断している。 

 

（２）投資協定 

投資協定とは、投資先国での自国投資家及びその財産の

保護や締約国間の投資自由化等を約束する国家間の条約

である。海外に投資した投資家やその投資財産の保護、規

制の透明性向上等により、投資を促進するための内容を規

定している。 

我が国は、これまでアジア諸国を中心に 44 件の投資関

連協定(投資協定及び投資章を含む経済連携協定)に署名

し､うち 41 件が発効している(2018 年３月現在)｡ 

一方で､世界の投資関連協定数は大きく増加しており､

ＵＮＣＴＡＤ (国連貿易開発会議)の調べでは､2017 年時

点で 3,322 件に達している｡中でも､米国、欧州諸国や中

国等は既に 100 件を超える投資関連協定を締結しており､

我が国も更なる取組の推進が必要である｡今後は､資源国

や新興経済国を中心に､実際のニーズに基づいて交渉相手

国の優先順位を付け､迅速かつ柔軟に投資関連協定の締結

を進めることが求められている｡ 

2016年 5月、「投資関連協定の締結促進等投資環境整備

に向けたアクションプラン」を策定し、今後は当該プラン
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に基づいて投資関連協定の締結を始めとして、投資環境の

整備を促進していくこととなった。その主な内容として、

第一に、我が国として、投資関連協定の締結促進に集中的

に取り組み、2020年までに、投資関連協定について、100

の国・地域を対象に署名・発効することを目指す。第二に、

交渉相手国の選定に当たっては、毎年度、我が国から相手

国・地域への投資実績と投資拡大の見通し、我が国産業界

の要望、我が国外交方針との整合性、相手国・地域のニー

ズや事情等を総合的に勘案の上、方向性を検討していく。

第三に、投資関連協定の締結交渉に当たっては、投資市場

への新規参入段階から無差別待遇を要求する「自由化型」

の協定を念頭に、高いレベルの質を確保することを不断に

追求する。同時に、産業界の具体的なニーズや相手国の事

情等に応じながら、スピード感を重視した柔軟な交渉を行

う。第四に、我が国は、二国間又は複数国間の投資関連協

定の交渉を積極的に進めると同時に、多数国間フォーラム

などにおける投資環境整備に向けた国際的な議論に積極

的に貢献していく。第五に、協定を締結するに当たっては、

従来からの投資協定の内容のみならず、近年の経済・社会

状況の変化も踏まえ、サービスや電子商取引等の分野を含

めることも検討するなどして、新たな企業活動にも対応し

た投資環境を作り上げることにより我が国の経済成長を

目指すこと等について盛り込まれている。 

 

表：我が国の投資関連協定締結状況 

締結相手国（地

域を含む） 
署名 発効 

エジプト 1977年 1月 28日 
1978年１月 14

日 

スリランカ 1982年 3月 1日 
1982年 8月 7

日 

中国 1988年 8月 2日 
1989年 5月 14

日 

トルコ 1992年 2月 12日 
1993年 3月 12

日 

香港 1997年 5月 15日 
1997年 6月 18

日 

パキスタン 1998年 3月 10日 
2002年 5月 29

日 

バングラデシュ 1998年 11月 10日 
1999年 8月 25

日 

ロシア 1998年 11月 13日 
2000年 5月 27

日 

モンゴル 2001年 2月 15日 
2002年 3月 24

日 

シンガポール

（経済連携協

定） 

2002年 1月 13日 
2002年 11月 30

日 

韓国 2002年 3月 22日 
2003年 1月 1

日 

ベトナム 2003年 11月 14日 
2004年 12月 19

日 

メキシコ（経済

連携協定） 
2004年 9月 17日 2005年 4月 1日 

マレーシア（経

済連携協定） 
2005年 12月 13日 

2006年 7月 13

日 

フィリピン（経

済連携協定） 
2006年 9月 9日 

2008年 12月 11

日 

チリ（経済連携

協定） 
2007年 3月 27日 

2007年 9月 3

日 

タイ（経済連携

協定） 
2007年 4月 3日 

2007年 11月 1

日 

カンボジア 2007年 6月 14日 
2008年 7月 31

日 

ブルネイ（経済

連携協定） 
2007年 6月 18日 

2008年 7月 31

日 

インドネシア

（経済連携協

定） 

2007年 8月 20日 
2008年 7月 1

日 

ラオス 2008年 1月 16日 
2008年 8月 3

日 

ウズベキスタン 2008年 8月 15日 
2009年 9月 24

日 

ペルー 2008年 11月 21日 
2009年 12月 10

日 

ベトナム（経済

連携協定）※1 
2008年 12月 25日 

2009年 10月 1

日 

スイス（経済連 2009年 2月 19日 2009年 9月 1
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携協定） 日 

インド（経済連

携協定） 
2011年 2月 16日 

2011年 8月 1

日 

ペルー（経済連

携協定）※2 
2011年 5月 31日 

2012年 3月 1

日 

パプアニューギ

ニア 
2011年 4月 26日 

2014年 1月 17

日 

コロンビア 2011年 9月 12日 
2015年 9月 11

日 

クウェート 2012年 3月 22日 
2014年 1月 24

日 

日本・中国・韓

国 
2012年 5月 13日 

2014年 5月 17

日 

イラク 2012年 6月 7日 
2014年 2月 25

日 

サウジアラビア 2013年 4月 30日 2017年 4月 7日 

モザンビーク 2013年 6月 1日 
2014年 8月 29

日 

ミャンマー 2013年 12月 15日 
2014年 8月 7

日 

豪州 2014年 7月 8日 
2015年 1月 15

日 

カザフスタン 2014年 10月 23日 
2015年 10月 25

日 

ウルグアイ 2015年 1月 26日 2017年 4月 14日 

ウクライナ 2015年 2月 5日 
2015年 11月 26

日 

モンゴル（経済

連携協定） 
2015年 2月 10日 2016年 6月 7日 

オマーン 2015年 6月 19日 2017年 7月 21日 

ＴＰＰ（経済連

携協定） 
2016年 2月 4日 未定 

イラン 2016年 2月 5日 2017年 4月 26日 

ケニア 
2016年 8月 28

日 
2017年 9月 14日 

イスラエル 2017年 2月 1日 2017年 10月 5日 

アルメニア 
2018年 2月 14

日 
未定 

包括的・先進的 2018年 3月 9日 未定 

ＴＰＰ（経済連

携協定） 

 

備考１：2004年 12月 19日に発効した日ベトナム投資協

定の内容が組み込まれている。 

備考２：2009年 12月 10日に発効した日ペルー投資協定

の内容が組み込まれている。 

備考 3:この他､台湾とは民間窓口機関の取決めが 2011年

9月 22日に署名  

 

４．二国間関係 

４．１．アジア太平洋各国関係 

（１）日本・中国関係  

2006年 10月に日中双方で発表した「日本・中国共同プ

レス発表」には、「共通の戦略的利益に立脚した互恵関係」

（戦略的互恵関係）を構築するため努力していくことが盛

り込まれ、その後、戦略的互恵関係構築のための様々な取

組が進められた。 

2012年 9月の日本政府による尖閣諸島の取得・保有後、

中国各地で反日デモが発生し、中国国内での日本製品の販

売にも影響が出るなど、日本、中国経済関係も大きな影響

を受け、約二年の間、首脳交流が途絶えたが、2014 年 11

月に安倍総理と習近平国家主席（ＡＰＥＣ首脳会合＠北京）

による日中首脳会談を契機に交流が再開。2017年 11月 11

日の習近平国家主席と安倍総理の間の日中首脳会談及び

13 日の李克強総理と安倍総理との間の日中首脳会談で

「新たなスタート」を切って以降、日中のハイレベルでの

交流が活発化しており、2018年 4月 16日には日中ハイレ

ベル経済対話が約 8年ぶりに開催された他、５月９日に行

われた日中韓サミットのマージンで、安倍総理と李総理と

の間で日中首脳会談が開催された。 

経済産業省の「尖閣」後の取組みとしては、まず 2014年

11 月の日中首脳会談の再開に先立ち、同年同月のＡＰＥ

Ｃ閣僚会合において、宮澤経済産業大臣が高虎城・商務部

長及び苗圩・工業信息化部長と会談し、双方の対話と協力

を深めていくことで一致した。また同年 12 月には「日中

省エネルギー・環境総合フォーラム（第 8 回）」が、翌年

4 月には商務部との次官級定期協議（第 16 回）が、それ

ぞれ年 1 回の定期交流を再開した。直近では 2018 年 5 月

の日中韓サミットの際に、世耕大臣は鍾山商務部長と会談

を行い、その後の日中首脳会談の場で「第三国における日

中民間経済協力に関する覚書」に署名した。また、何立峰
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国家発展改革委員会主任との間でも会談を行い、その後の

日中首脳会談で「サービス産業協力の発展に関する覚書」

に署名した。なお、両者ともに、第三国市場協力について

は、第三国での日中ビジネス展開を進めるための官民の関

係者による議論の場の具体化に向けた意見交換を行い、そ

の後の日中首脳会談において、世耕大臣及び河野外務大臣

と何立峰主任及び鍾山部長との間で「第三国における日中

民間経済協力に関する覚書」に署名した。 

 

（２）日本・韓国関係 

（ア）貿易・投資等 

2017年の日本・韓国貿易は輸出入ともに増加し、総額は

約 819 億ドル（対前年比＋14.1％）と 2 年連続で増加し

た。また日本からの対韓国直接投資(実績ベース)は 5年ぶ

りに増加し、2017年は約 12.7億ドル（同＋56.0％）とな

った。この要因としては、日本の堅調な経済成長と M&Aの

拡大傾向等、様々に評価されている。なお、韓国にとって

日本は輸出先として第 5 位、輸入先として第 2 位であり、

また、1962 年～2017 年までの累計では、引き続き、日本

が最大の対韓直接投資国である。 

（イ）徴用工訴訟問題 

韓国における高裁判決を不服として 2013 年７月に新日

鉄住金と三菱重工がそれぞれ韓国大法院に上告した裁判

及び 2015 年６月に光州高裁で三菱重工が敗訴し大法院へ

上告した裁判は、2017 年度に判決に向けた特段の動きは

なかったが、地裁では新たに 2 件の敗訴判決が出ており、

いずれも高裁へ控訴している。 

（ウ）日本産水産物に対する輸入規制強化 

韓国が 2013 年 9 月に福島県を含む 8 県からの全ての水

産物の輸入を禁止する特別措置を決定したことに対し、

2015 年 5 月に日本からＷＴＯ協定に基づく二国間協議を

要請し、同年 6 月に協議を実施したが解決に至らなかっ

た。これを踏まえ、同年 9月にパネルが設置され、その後

2年半にわたる検討を経て、2018年 2月にパネル報告書が

公表された。 

 

（３）日本・モンゴル関係 

1990年以降、民主化、市場経済化を進め、急速に発展す

るモンゴルは、石炭、レアメタル等豊富な鉱物資源に恵ま

れていることから、更なる成長が期待され、我が国にとっ

ても重要な資源国である。 

2017 年 7 月、ウランバートルにて開催された第 8 回日

本モンゴル官民合同協議会では、日本側議長として松村経

済産業副大臣が出席するとともに、日本とモンゴル両国の

官民合わせて約 120名が参加し、両国の政府及び民間の代

表者の間で、貿易投資環境の整備や二国間協力等の両国の

経済関係強化、日本モンゴル経済連携協定（ＥＰＡ）の有

効な活用等について活発な意見交換が行われた。また、併

設イベントとして、日モンゴル EPA発効 1周年記念セミナ

ー・ネットワーク交流会が開かれ、松村経済産業副大臣が

セミナーにおいて来賓挨拶を行い、ネットワーク交流会に

設けられたモンゴル企業のブースを視察した。 

2018 年 2 月、モンゴルからツォグトバータル外務大臣

が来日し、世耕経済産業大臣と会談を行った。会談では、

モンゴルからの対日輸出拡大やモンゴル産カシミヤ等の

軽工業分野に関する協力等について意見交換を行った。ま

た、ツォグトバータル外務大臣来日に合わせ、日本貿易振

興機構（JETRO）が主催したモンゴルビジネスセミナーで

は、幅広い分野の日本企業から 200名以上が参加し、モン

ゴルの貿易投資環境に関する情報提供が行われた。 

 

（４）日本・インド関係 

2017 年 4 月、シタラマン商工大臣が来日し、世耕経済

産業大臣と会談を実施した。会談では、日本式工業団地

（JITs）の開発や日本の中小企業のインドへの進出促進、

東アジア地域包括的経済連携（RCEP）協定の妥結に向けた

協力などについて議論した。 

さらに、2017 年 7 月には、高木経済産業副大臣が、イ

ンドのアンドラ・プラデシュ（以下「AP」）州を訪問し、

ナイドゥ AP 州首相と新州都開発について議論するととも

に、「AP州における新州都開発及び産業協力に係る共同声

明」に合意した。また、高木経済産業副大臣とナイドゥ AP

州首相を議長として、日本と AP 州双方の官民の関係者約

140 名が参加した「日 AP 州官民合同会議」において、新

州都開発の現在の進捗を確認するとともに、今後の協力の

方向性について議論した。 

2017 年 9 月、安倍内閣総理大臣はインド・グジャラー

ト（以下「GJ」）州を訪問し、モディ首相と通算 10回目と

なる会談を実施した。安倍総理は、「強いインドは日本の

ためになり、強い日本はインドのためになる、日印関係は
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世界で最も可能性を秘めた二国間関係であり、モディ首相

と共にその潜在力を全面的に開花させ、インド太平洋地域

と世界の平和と繁栄を主導していきたい」旨述べ、モディ

首相からも「「アクトイースト」と「自由で開かれたイン

ド太平洋戦略」を一層連携させるとの考えを支持する」旨

述べるなど、インド太平洋地域における連結性強化への共

通認識を深める首脳会談となった。 

当該首脳会談においては、日本企業による更なる対印投

資の促進により「メイク・イン・インディア」に貢献する

「日印投資促進ロードマップ 」の合意や、GJ州における

工業団地開発等を通じた日本企業の進出及び投資拡大を

目指した「日印メイク・イン・インディア特別プログラム 」

覚書への署名を歓迎するとともに、同日開催された日印ビ

ジネス全体会合において、両首脳立ち会いの下、これらの

交換を行った。加えて、同会談では、貨物専用鉄道建設計

画（DFC）西回廊及びロジスティクス・データ・バンクプ

ロジェクトを含むデリー・ムンバイ間産業大動脈（DMIC）

構想の進展、製造業人材育成に係る「日本式ものづくり学

校（JIM）」４校が既に開始され、更に２校が今後開始予定

であること、「寄附講座（JEC）」１講座が開始されたこと

を歓迎した。さらに、「AP州における新州都開発及び産業

協力に係る共同声明」の合意、エネルギー協力強化のため

の「日印エネルギー・パートナーシップ・イニシアティブ」

や、二国間の協力を深化させる「日印クリーン・エネルギ

ー・省エネルギー協力プラン」などを歓迎した。 

また、同日開催されたムンバイ・アーメダバード間高速

鉄道起工式典では、安倍総理から、インドの高速鉄道事業

への全面支援及びインド全国での鉄道安全確保への協力

を表明した。 

会談終了後、両首脳は、日印両国のパートナーシップを

次の段階に引き上げるべく協働していく旨記載した日印

共同声明に署名を行った。 

翌 2018年 2月には、平木経済産業大臣政務官がインド AP

州で開催されたパートナーシップ・サミット 2018 に出席

するとともに、ナイドゥ AP 州首相と新州都開発を中心と

するこれまでの日本の協力について確認を行い、今後とも

協力関係の強化に向けて議論していくことを確認した。同

時に、プラブー商工大臣とも会談し、日印投資促進ロード

マップの推進など、日印間の貿易・投資の現状やさらなる

推進のための課題に関して議論を行った他、シンガポール

との間で新州都のシードエリア開発における民間企業投

資を促進するための共同声明を締結し、シンガポールのイ

スワラン第二産業貿易大臣とのバイ会談において歓迎し

た。 

 

（５）日本・スリランカ関係 

2017 年 4 月、ウィクラマシンハ首相が来日し、世耕経

済産業大臣と両国の経済関係強化について会談を実施し

た。エネルギーインフラや交通インフラの整備・導入に関

して、日本の技術を活用した協力が行える旨表明し、今後

も継続的な議論を行いつつ、両国で協力して取組みを進め

ていくことを確認した。また、投資促進の支援である「日

スリランカ投資促進ロードマップ」が策定され、両国から

策定を歓迎するとともに投資拡大への期待が示された。翌

日には、日スリランカ首脳会談が実施され、会談終了後、

両首脳は「包括的パートナーシップの深化・拡大」と題す

る共同声明を発表し、2015年 10月の首脳会談時に締結し

た｢日・スリランカ包括的パートナーシップに関する共同

宣言｣の下での投資・貿易促進、国家開発計画に係る具体

的協力等をさらに深化・拡大させることを合意した。 

なお、上述した「日スリランカ投資促進ロードマップ」

の取組フォローアップのため、2017 年 11 月に作業部会

（ワーキンググループ）が実施され、ロードマップの修正

箇所の確認や日本向け工業団地の可能性を検討、スリラン

カ投資庁の機能強化を中心とした議論及び進捗報告が行

われた。2018 年 2 月には、日スリランカ投資促進ロード

マップの各案件について、進捗・課題をまとめたプログレ

スレポートを双方で作成・交換した。今後は、プレグレス

レポートを基にフォローアップを行い、議論のベースとし

ていくことで合意した。 

翌 2018 年 3 月、シリセーナ大統領訪日に際し、首脳会

談が実施された。安倍総理より「法の支配に基づく自由で

開かれたインド太平洋の実現に向け、特に連結性強化や海

洋分野での協力を強化したい」旨述べ、経済発展、海洋安

全保障等の各分野において具体的な協力を推進していく

ことを両国で確認した。 

 

（６）日本・バングラデシュ関係 

2017年 10月に、現地日本企業が直面する課題の解決に

よる二国間経済関係の強化及び日本からの投資促進の実
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現を目的とした、第３回日バングラデシュ官民合同経済対

話を実施。ビジネス環境整備の課題や投資促進に向けて、

日本企業向け経済特区の進捗状況や、投資環境整備に向け

た取組状況及び日本からの投資阻害要因への対応につい

て議論を行い、対話終了後、両国の政府側代表である柳瀬

経済産業審議官とアザド首相府主席調整官が成果文書に

署名を行った。また、第２回官民合同経済対話時（2016年

4月実施）に設置を合意した「税金・銀行サービス」「投資

分野の多角化」「投資環境整備」の３つのワーキング・グ

ループで継続的なフォローアップを実施することに合意

した。 

 

（７）日本・豪州関係 

2017年１月にイノベーションに関係する日豪間のプロ

ジェクト等の推進を内容とする協力覚書（ＭＯＣ）を経

済産業省と豪州産業イノベーション科学省の間で締結

し、「日・豪イノベーションフレームワーク」を設置し

たことを受け、2017年５月に両省次官級での協議を実施

し、同フレームワークにおける５つの協力の優先分野を

特定した。さらに、各分野についてのワークプランを策

定し、ワークプランに沿って協力を推進した。特に、日

豪両国の強みを組み合わせ、新規の製品・サービスを創

出することを目指す革新的技術分野においては、2017年

６月に両省と関係機関によるワークショップを開催し

た。ワークショップでの議論を踏まえ、複数の具体的プ

ロジェクトが形成された。 

 2017年４月にチオボー貿易・観光・投資大臣が訪日

し、世耕経済産業大臣との間で、両国間の通商・経済関

係等に関する会談を行った。また、チオボー大臣の来日

に合わせて日豪経済連携協定第２回合同委員会が東京に

て開催された。第２回合同委員会では日豪経済連携協定

のこれまでの成果や日豪間の貿易を一層促進するための

今後の等について議論が行われた。 

 

（８）日中韓関係 

2016 年 10 月、東京で第 11 回日中韓経済貿易大臣会合

が開催された。 

経済貿易大臣会合では世耕弘成経済産業大臣が議長を

務め、高虎城・中国商務部部長、周亨煥・韓国産業通商資

源部長官が出席し、三カ国間の貿易・投資関係、日中韓Ｆ

ＴＡ及びＲＣＥＰ、三国間協力（サプライチェーン連結性

向上、オリンピック・パラリンピック、電子商取引、ＬＮ

Ｇ、第四国市場、地方経済等）などについて議論を行った。 

 

（９）日本・東アジア関係 

（ア）日本、ＡＳＥＡＮ関係 

2017 年 9 月 9 日にフィリピン・マニラにおいて、第 23

回日ＡＳＥＡＮ経済大臣会合が開催され、設立 50 周年を

迎えるＡＳＥＡＮにおける、ＡＳＥＡＮの経済統合の深化、

及び各国の複雑化・多様化する課題の解決に向けた、今後

の日ＡＳＥＡＮ協力について議論された。具体的には、世

耕経済産業大臣から、(1)日ＡＳＥＡＮのイノベーション

連携の推進、(2)ＡＳＥＡＮの中小企業の包摂的成長への

支援、(3)ＲＣＥＰに関する貿易促進型ルールの導入支援、

という三本柱による「包摂的でイノベーション志向の成長

に向けた日ＡＳＥＡＮ協力」が提案された。特に、日ＡＳ

ＥＡＮのイノベーション連携については、官民が連携して

ＡＳＥＡＮにおける Connected Industries の展開等のプ

ロジェクトを推進する「日ＡＳＥＡＮイノベーションプラ

ットフォーム構想」が提案され、ＡＳＥＡＮ各国から、大

きな期待と歓迎が寄せられた。その他、ＡＳＥＡＮ日本人

商工会議所連合会（ＦＪＣＣＩＡ）よりＡＳＥＡＮに対し、

日系在ＡＳＥＡＮ企業約 7000 社の意見を集約した「要望

と提案」の説明があり、ＡＳＥＡＮから要望を実現してい

きたいとの回答があった。さらに、昨年の日ＡＳＥＡＮ経

済大臣会合で世耕経済産業大臣が提唱し、4月のＡＳＥＡ

Ｎ経済大臣ロードショーの際に設立された、日ＡＳＥＡＮ

のイノベーションに関するビジネス間連携を進めるため

の枠組みである「日ＡＳＥＡＮイノベーションネットワー

ク」におけるが、日ＡＳＥＡＮ経済協議会（ＡＪＢＣ）か

ら報告され、ＡＳＥＡＮ各国からビジネス間連携に関する

活動を歓迎する意向が示された。 

（イ）ＡＳＥＡＮ＋３（日本、中国、韓国）の取組 

2017年 9月 10日にフィリピン・マニラにおいて、第 20

回ＡＳＥＡＮ＋３経済大臣会合が開催された。ＡＳＥＡＮ

＋３各国は、1997年に設立され、様々な分野で拡大し、深

化してきたＡＳＥＡＮ＋３協力が本年で 20 周年を迎えた

ことを記念し、より開かれ、包摂的で、弾力性があり、繁

栄した地域にむけ、より緊密に協働することを表明した。

また、東アジアビジネスカウンシル（ＥＡＢＣ）から「E
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コマースと RCEP を通じた中小企業の包摂的な発展」をテ

ーマとした活動報告を受け、意見交換を実施した。ＡＳＥ

ＡＮ＋３閣僚はＪＥＴＲＯや日本商工会議所のサポート

の下にＥＡＢＣによって実施されたＥコマース調査の政

策提言を歓迎し、ＡＳＥＡＮ＋３での協力により、Ｅコマ

ースの発展が促進されることへの期待を表明した。 

（ウ）ＡＳＥＡＮ＋８（日本、中国、韓国、インド、豪州、

ニュージーランド、米国、ロシア）の取組 

2017年 9月 9日にフィリピン・マニラにおいて、第 5回

東アジアサミット経済大臣会合が開催された。東アジア・

アセアン経済研究センター（ＥＲＩＡ）から世界情勢につ

いてのプレゼンがなされるとともに、ＡＳＥＡＮ５０周年

事業についての紹介がされた。 

（エ）日本・メコン関係 

2017 年 9 月 10 日にフィリピン・マニラにおいて、第 8

回日メコン（日本、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャ

ンマー及びタイ）経済大臣会合が開催された。概要は以下

の通り。 

[1]各国閣僚は、2015年の第 7回日メコン経済大臣会合で

採択された「メコン産業開発ビジョン」を実現するために、

2016年の第 8回日メコン経済大臣会合にて策定された「ワ

ーク・プログラム」における主要な成果を高く評価した。 

[2]2016年の第 8回日メコン経済大臣会合にてＷＥＣ－Ｗ

Ｇに委任された「ＰＤＣＡ」メカニズムの実行により、各

国閣僚は、ビジョンの実施進捗状況を確認した。世耕経済

産業大臣から、官民一体となり進むべき今後の日メコンの

方向性として、「つながる産業」、「つながり物流」、「つ

ながる人材」の三本柱からなる「つながるメコン産業開発」

のコンセプトが提案された。この方向性を踏まえたにおい

て、①貿易構造、②地域連結性、③Ｒ＆Ｄ、④競争力のあ

る中小企業、という現状遅れが見られるビジョンの 4つの

サブピラーの進捗を改善することに、各国閣僚から大きな

期待が寄せられた。 

[3]産業界代表から 2017年 8月 1日にタイ・バンコクにて

開催された第 10 回日メコン産業政府対話の議論結果につ

いて報告された。特に、①更なる産業高度化や先端産業誘

致、②地方経済の競争力強化、③越境貿易の更なる円滑化

と物流インフラの改善、④高度人材の育成、に関する産業

界からのインプットに対し、各国閣僚から謝意が示された。 

（オ）東アジア・アセアン経済研究センター（ＥＲＩＡ） 

東アジア・アセアン経済研究センター（ＥＲＩＡ）は、

2008年の設立以来、「経済統合の深化」、「経済格差の是正」

及び「持続的経済成長」を主要な政策分野とする調査・研

究、成果普及、政策提言等を実施しており、東アジア首脳

会議等の場を活用した政策の実現を目指している。 

 2017 年には、ＥＲＩＡはＡＳＥＡＮ経済大臣会合か

らの依頼を受け ASEAN 域内の貿易円滑化政策を評価する

ＡＳＴＦＩ（ＡＳＥＡＮ Seamless Trade Facilitation 

Indicators）の作成を進めたほか、OECDと共同で、ＡＳＥ

ＡＮの中小企業政策指標の見直しを行った。また、ＡＳＥ

ＡＮが設立 50 周年を迎えたことを記念し、議長国のフィ

リピン政府と共同で、ＡＳＥＡＮのこれまでの 50 年の歩

みを振り返る記念出版物を発行した。加えて、ＵＮＣＴＡ

Ｄと共同で、ＡＳＥＡＮ各国の非関税措置を網羅的に集め

たデータベースを構築。ＡＳＥＡＮ＋６についても同様の

データベースを作成するべく、現在作業を進めている。 

 ＥＲＩＡは、ＲＣＥＰ交渉においても、首席交渉官会議

議長にサポーティングスタッフを派遣する等、様々な支援

を行なっており、さらに個別ＦＴＡについても、ＡＳＥＡ

Ｎからの依頼に基づき、ＡＳＥＡＮとカナダのＦＴＡのフ

ィージビリティスタディをカナダ政府と共同で実施する

等、各種のサポートを行っている。これらＥＲＩＡの活動

については、ＡＳＥＡＮや東アジアの経済閣僚及び首脳か

らも高く評価されており、引き続き、ＥＲＩＡがＡＳＥＡ

Ｎ首脳会合・東アジア首脳会合などに貢献していくことが

期待されている。 

（カ）その他の二国間関係 

(A)日本・フィリピン関係 

2017 年 9 月、日ＡＳＥＡＮ経済大臣会合に出席するた

めフィリピンを訪問した世耕経済産業大臣よりロペス貿

易産業大臣に、雇用を創出し、貧困を削減するためのフィ

リピンの産業発展の方向性について提言をまとめた「フィ

リピン産業ビジョン策定に向けた日本提案」を手交。同年 

10 月の日比首脳会談における共同声明にも本提案を含む

産業協力が位置づけられた。 

 (B)日本・ベトナム関係 

2017 年 6 月、世耕経済産業大臣とアイン商工大臣を共

同議長として、第 2回日越産業・貿易・エネルギー協力委

員会を開催した。双方は同委員会の下に、自動車作業部会

を設置し、ベトナムの自動車及び自動車部品産業の発展の
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ため、アクションプランの策定、裾野産業の人材育成協力

に合意した。また、2017 年 9 月には同委員会の合意を基

礎に、更に協力を推進していくための「戦略協力パッケー

ジ」に署名した。さらに、2017年 11月にこの「戦略協力

パッケージ」の一つの成果である「エネルギー分野の協力

覚書」に署名し、エネルギー分野の協力について協議する

場とすることを目的に同委員会の下に日越エネルギーワ

ーキンググループを設置することで合意した。 

(C)日本・タイ関係 

2017年 6月、世耕経済産業大臣とウッタマ工業大臣が、

ソムキット副首相の立会いのもと、「東部経済回廊及び産

業構造高度化に向けた協力に関する覚書」に署名した。本

覚書は、経済産業省とタイ工業省との間で、東部経済回廊

（ＥＥＣ）を中心としたタイ産業の高度化に向けた協力を

表明するものとなっている。 

2017 年 9 月には、約 600 名の日本企業ミッションとと

もに世耕経済産業大臣がタイを訪問し、タイの産業高度化

等についてプラユット首相やソムキット副首相、ウッタマ

工業大臣との会談を実施しました。また、タイの産業高度

化をテーマとしたシンポジウム（ジェトロ・タイ政府共催）

に出席した際には「Connected Industries」のコンセプ

トによる産業高度化について講演を実施した。 

 (D)日本・ミャンマー関係 

2017年 10月、ＬＮＧ産消会議に参加した世耕経済産業

大臣とウィン・カイン電力エネルギー大臣と会談を実施し、

ミャンマーにおけるエネルギー分野の協力について意見

交換を実施した。 

 

５．２．米州関係 

（１）日本・アメリカ関係 

（A）トランプ大統領の通商政策 

2018 年 1 月、一般教書演説にて、トランプ大統領は雇

用、経済、インフラ、貿易、移民、外交・安全保障分野に

ついて言及。特に経済に関して、税制改革後による好調な

経済、株式市場をアピールした。外国企業からの投資の例

として、日本企業ではトヨタ自動車とマツダ自動車による

アラバマ州に於ける合弁の自動車工場の新設を歓迎する

旨に言及した。貿易に関しては、過去数十年の貿易政策に

より、米国の繁栄を犠牲にし、企業・雇用・国富を流出せ

しめたと批判し、新たな協定の交渉に努めることに加え、

通商ルールの強いエンフォースメントを通じて米国の労

働者・知的財産を守る、と表明。一般教書演説で言及した

通り、トランプ大統領は、通商政策に関して、相手国との

貿易赤字を削減し、不平等な通商協定を改めると主張しつ

つ、次々と施策を実行している。 

① 通商協定の交渉 

 トランプ大統領は、2016 年大統領選挙での当選直後、

TPP から離脱する旨を公言し、トランプ大統領就任直後、

米国は TPP から離脱した。しかし、2018 年 1 月、米系メ

ディアのインタビュー及び世界経済フォーラムにおける

演説にて、トランプ大統領は、TPPが米国にとって良い協

定となった場合は復帰を検討すると示唆した。 

米国が既に締結している通商協定に関しては、北米自由

貿易協定（以下、NAFTA）や米韓自由貿易協定（以下、KORUS）

を改めるべく、再交渉を実施。NAFTAに関しては、トラン

プ大統領は「米国の貿易赤字を縮小する形で協定が改正な

されなければ、NAFTAから脱退する」と繰り返し主張した。

米国は、自動車の原産地規則の段階的引き上げ、サンセッ

ト条項の追加、ISDS（投資家対国家の紛争解決手続）への

選択制導入、カナダの供給管理制度廃止、その他、貿易救

済措置や政府調達ルールの見直しを提案している。就任直

後から NAFTA 再交渉を政策課題として挙げ、2017 年 8 月

より、2018年 3月までの間に 7回の交渉会合を実施した。 

KORUSに関しては、トランプ大統領は大統領就任前より、

「雇用を失わせる（Job killing）貿易協定」などと批判

し、見直しの必要性を主張していた。一方、韓国側は再交

渉に否定的な態度をとっていたが、2017 年 8 月、10 月の

第一回、第二回米韓 FTA 特別合同委員会の開催を踏まえ、

両国は KORUS の再交渉に合意した。2018 年 3 月、米韓両

国は、韓国側は米国の自動車安全基準を遵守した自動車の

受け入れの拡大、米国側は米国通商拡大法第 232条に基づ

く鉄鋼への関税賦課に関する韓国の除外などを含んだ改

正案に大筋合意した旨を発表した。 

また、トランプ大統領は、日本を含む TPP加盟国との二

国間の通商協定の締結に向けた交渉にも意欲を示し、二国

間協定を模索する旨の発言をしている。 

② 米国通商法の執行 

② －（1）米国通商拡大法第 232条 

 2017 年 4 月、トランプ大統領の指示に基づき、米国

商務省は、鉄鋼及びアルミニウムについて米国通商拡大法
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第 232条に基づく調査を開始した。輸入鉄鋼および輸入ア

ルミのいずれについても国家安全保障上の脅威があると

認定した同調査結果を受け、2018 年 3 月、トランプ大統

領は、輸入鉄鋼に対して 25%、輸入アルミニウムに対して

10%の追加関税賦課を決定した。同決定の翌日、世耕経済

産業大臣は、『米国政府が日本を含む各国からの鉄鋼及び

アルミニウムの輸入に対して追加関税を課すと決定した

ことは極めて遺憾であり、対象から除外するよう改めて米

国への働きかけを行っていくと同時に、自由貿易を堅持す

る立場から、WTOルールに則った解決を図ることが適切で

あると関係国に訴えていく』と談話を発表した。同月、米

国政府は、一部の国を除き、日本を含むほぼ全ての国から

の鉄鋼及びアルミニウムの輸入に対して追加関税の賦課

を開始した。他方、除外した国に対しても、豪州を除き、

数量制限を課している。引き続き、我が国は、米国に対し

て、様々な機会を捉え、同盟国である日本からの鉄鋼・ア

ルミニウムの輸入が米国の安全保障に悪影響を与えるこ

とはなく、むしろ、米国の産業や雇用にも多大な貢献をし

ていることを説明していく。 

② －（２）米国通商法第 301条 

2017 年 8 月、トランプ大統領の指示に基づき、米国通

商代表は、中国による知的財産の侵害などを理由に、中国

に対して米国通商法第 301条に基づく調査を開始。同調査

結果を受け、2018 年 3 月、トランプ大統領は、①中国の

不公正な政策が支援する特定の産品に対する 25%の追加

関税、②中国の内外差別的な技術ライセンス慣行の WTO紛

争解決手続き、③米国の機微技術に対する中国の投資規制

を内容とする措置を決定した。 

② －（３）SG,AD,CVD措置 

米国国際貿易委員会（ITC）は、2017年 5月に太陽電池

セル・モジュール、同年 6月に大型家庭用洗濯機の輸入に

対し、米国通商法第 201条に基づくセーフガード調査を開

始。同調査結果を受け、2018 年 1 月、トランプ大統領は

これらの製品に対しセーフガード措置の発動を決定し、同

年 2月より、関税賦課を開始した。  

 また、2017 年 1 月のトランプ政権発足後、2018 年 3 月

のまで間、前年比（2016年 1月～2017年 3月）、96%増の

計 102のアンチダンピング（AD）措置及び相殺関税(CVD)

調査を実施した。 

 

③ ＷＴＯ改革 

 トランプ大統領は度々、WTO は過去 20 年、紛争解決手

続や、現代の世界経済における重要な論点に関する合意形

成で必ずしも十分な機能を果たしていないと指摘し、ドー

ハ開発アジェンダ以降停滞している加盟国間の交渉につ

いて、現状に即した議論を行うべきだと批判している。米

国は、特に、WTO上級委員会について、上級委員が任期後

も上訴案件の担当を継続することを上級委員会自身が決

定できるとする上級委手続規則 15 などの紛争解決制度や

上級委員会の在り方について議論するまでは選考プロセ

スの開始に賛成できないと主張し、現状、全加盟国のコン

センサスが必要である上級委員の選考プロセスが止まっ

ている。これに対し、我が国は、どのような解決がありう

るか、専門家との協議を行うなど、解決の糸口を模索して

おり、米国関係者との会談などを通じて働きかけを行って

いる。 

（B）日本とトランプ政権 

①日米経済対話 

2017 年 4 月、ペンス副大統領が来日した際、麻生副総

理との間で第一回日米経済対話を開催。会談では、日米経

済について、貿易及び投資のルールと課題に関する共通戦

略、経済及び構造政策分野での協力、分野別協力、の３本

柱で議論を進めていくことで一致した。また、同日、世耕

大臣とロス商務長官の会談を行った。会談では、アジアの

通商を巡る情勢について幅広く意見交換を行い、サイバー

セキュリティ人材育成協力や、APEC における越境プライ

バシールールや、質の高いインフラ協力などについて今後、

日米で協力を深めていくことで合意した。 2017年 10月、

第 2回日米経済対話を行い、第 1回会合で一致した 3つの

柱に沿って、具体的な成果を得るべく精力的に議論してき

たことを評価するとともに、日米経済関係を更に深化させ

るため、今後とも建設的な議論を進めていくことの重要性

について確認した。分野別協力については、(1)インフラ

の老朽化対策や高速鉄道の整備を含む交通インフラ協力、

投資増大、また第三国におけるインフラ整備等を通じた質

の高いインフラの促進、(2)液化天然ガスや民生用原子力、

エネルギーインフラ等を含むエネルギー連携、(3)グロー

バルな競争条件の公平化、(4)デジタルエコノミーに係る

連携、(5)女性の経済参画を始めとする包摂的な労働力参

加等の分野において、議論を深めていくことを確認した。 
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②  日米首脳会談 

2017 年 11 月、トランプ大統領が就任後初めて来日し、

東京にて日米首脳会談を行った。会談では、日米両国が、

地域に広がる高い基準の貿易投資ルール作りを主導し、第

三国の不公正な貿易慣行に対するエンフォースメントに

係る協力を進め、地域、ひいては世界における開発及び投

資に関する支援の面で力強くリードしていくこと、日米双

方向で投資を促進していくこと等で一致した。また、会談

での合意を踏まえ、経済産業省と米国貿易開発庁(USTDA)

との間で、日米戦略エネルギーパートナーシップ(JUSRP)

を締結し、日米経済対話の枠組みの中で、日米間のエネル

ギー協力を強化していくことに合意した。さらに同月、日

本貿易保険（NEXI）及び国際協力銀行（JBIC）と米海外民

間投資公社（OPIC）の間で、第三国のインフラ整備を共同

で進める旨の MOU を締結した。2018 年 1 月、三井物産と

米 AES 社等によるヨルダンでの太陽光発電事業に関して、

当該 MOUを踏まえた協調融資が発表された。 

③ 世耕経済産業大臣による会談等 

2017 年 6 月、世耕経済産業大臣が訪米し、ワシントン

にて、ロス商務長官、ライトハイザー通商代表、コーン国

家経済会議委員長と会談を行った。ロス商務長官とは、第

三国による不公正な貿易慣行に対するエンフォースメン

ト協力、デジタル、インフラ等の分野別の協力の今後の具

体化策について、ライトハイザー通商代表とは、第三国に

よる不公正な貿易慣行、アジア太平洋地域における貿易投

資のイニシアティブについて、コーン委員長とは、アジア

太平洋地域における貿易投資を巡る情勢について、それぞ

れ意見交換を行った。 

また、第一回三極貿易大臣会合（於：アルゼンチン・ブ

エノスアイレス）、第二回三極貿易大臣会合（於：ベルギ

ー・ブリュッセル）に合わせて、ライトハイザー通商代表

とのバイ会談を開催した。3月の会談の際は、トランプ大

統領による米国通商拡大法第 232 条に基づく追加関税措

置決定の直後であり、当該決定に関して遺憾の意を伝える

とともに、同盟国である日本の鉄鋼・アルミニウムが米国

の安全保障に悪影響を与えることはなく、むしろ、米国の

産業や雇用にも多大な貢献をしていることを説明し、対象

からの除外を働きかけた。同様に、マルムストローム欧州

委員ともバイ会談を開催し、米国通商拡大法第 232条に関

して、鉄鋼製品の世界的な過剰生産問題や第三国の市場歪

曲的措置の是正に取り組むことが問題の本質であり、対抗

措置の応酬はどの国の利益にもならないと説明した。（※ 

三極貿易大臣会合に関しては、2-1-3(ア)168頁参照。） 

④ 直接投資等を通じた連携 

 その他、2017年 4月、直接投資等を通じた雇用創出等、

米国の州・地方レベルにおける日米関係の重要性に関する

認識を深めていくことを目的として、官民を挙げた州・地

方レベルにおける取組の具体的方策について検討するた

め、西村官房副長官を議長とし、経済産業省を含む関係省

庁で構成する「グラスルーツからの日米関係強化に関する

政府タスクフォース」を立ち上げ、計 3回の会合を開催し

た。その結果、米国各地における取組を進めるにあたって

の指針を示すことを企図し、行動計画を取りまとめた。さ

らに、2017年 12月に開催されたフォローアップ会合では、

行動計画を踏まえた具体的な取り組みについて報告及び

議論を行った。こういった取組の一環として、JETROは地

方都市でのセミナーや、日系部品サプライヤーと米系自動

車メーカーとの商談会等を実施。また、JETROは米国商務

省セレクト USA との間で 2016 年 2 月 1 日に締結された

MOI（Memorandum Of Intention）に基づき、日米両国間の

ビジネスや投資の促進を行っている。具体的には、2017年

9 月 28 日にハガティ駐日大使の出席を得て「製造業のた

めの米国投資セミナー」を JETRO 本部において開催した。

更に、毎年行われるセレクト USA投資イベントなど、日米

両国での各種事業において協力を行っている。 

 

（２）日本・カナダ関係 

（A）トルドー首相の通商政策 

2015 年 10 月に行われた総選挙で、自由党が 10 年ぶり

に政権を奪回し、同年 11月に自由党党首のジャスティン・

トルドー率いるトルドー新内閣が発足した。 

与党自由党は、伝統的に自由貿易主義だが、トルドー政

権では加 EU 包括的経済貿易協定（CETA）の締結を皮切り

に、アジア諸国との経済関係強化を追求しており、ASEAN、

中国とも FTA締結に向けた予備協議を開始している。2018

年 3月にはメルコスールとの予備協議を終了し、交渉開始

に関する覚書に署名するなど、トランプ米政権が保護主義

政策を打ち出す中で、貿易の多角化こそカナダの国民そし

て企業に成長の機会を創出するとの方針を示している。ま

た、2018 年 3 月には TPP11 に署名し、トルドー首相は本
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協定が持続的成長や繁栄、そして雇用創出を図るものであ

り、トルドー政権の最優先課題である中間層の成長を促す

ものであると評価している。 

カナダ政府は、アジアのパートナーとの貿易・投資関係

の強化は、長期的な成長を促し、良質な雇用を創出するこ

とで、中間層にとって有益な経済環境を実現するものであ

るとの認識のもと、日本を含むアジア各国との連携強化を

最優先課題としている。日本からは既に 800社を超える企

業がカナダに進出しているが、カナダ政府側では、更なる

投資誘致を行うため、新たな連邦政府組織「インベスト・

イン・カナダ」の設立を発表した。この組織ではカナダに

投資をする海外投資家に向けたサービスを提供していく。

連邦政府によると、現在約 190万人のカナダ人が国内に設

立された外国資本の企業に雇用されており、その割合は同

国の労働者全体の約 12％、8 人に 1 人の割合となり、「イ

ンベスト・イン・カナダ」に期待される役割は大きい。 

(B)日本とトルドー政権 

日本とカナダは基本的価値を共有する G7 のメンバーか

つアジア太平洋諸国の一員として良好な関係にあり、ハイ

レベルでも活発な往来が行われている。 

2017 年 5 月、世耕経済産業大臣はシャンパーニュ国際

貿易大臣と会談し、日カナダ間の企業間取引の強化、その

ための日本のＥコマース・プラットフォームへのカナダの

中小企業の参加促進など、日カナダ経済関係について意見

交換を行った。 

2017年 11月、APEC首脳会議出席のためベトナム・ハノ

イを訪問していた安倍総理大臣は、トルドー首相と会談を

行い、TPP11での議論を中心に意見交換を行った。同会談

において、トルドー首相から、首脳レベルでは、カナダと

して閣僚間の合意を確認できる段階ではないとの発言が

あり、TPP 首脳会合は延期となったが、TPP11 か国の閣僚

間で改めて会合を行い、合意を再確認した。 

また、2018 年 3 月、世耕経済産業大臣はフリーランド

外務大臣と会談し、G7に関する議論や、TPP11を含む貿易

問題、北米自由貿易協定（NAFTA）再交渉に関して意見交

換を行った。 

州レベルでは、2018 年 1 月、平木経済産業政務官はブ

リティッシュ・コロンビア州のホーガン首相と会談し、同

州に進出している日本企業の動向や、LNG分野における協

力等を中心に意見交換を行った。 

（３）日本・中南米関係 

（ア）日本・メキシコ関係 

 2017 年 7 月、世耕経済産業大臣は訪日中のグアハルド

経済大臣との会談を行い、日墨経済関係や、NAFTA再交渉、

TPP協定をはじめとする通商アジェンダ全般に関して、意

見交換を実施した。 

また、2017 年 11 月に、ベトナム APEC ダナン首脳会合

のためベトナム・ダナンを訪問中の安倍総理大臣は、ペニ

ャ・ニエト大統領との間で首脳会談を実施。安倍総理大臣

は、NAFTA再交渉において、メキシコ政府が進出日系企業

の活動に悪影響が出ないよう、配慮していることに関して

感謝を述べた。 

2018 年 2 月 22～23 日にメキシコで行われた OECD 中小

企業大臣会合では、グアハルド・メキシコ経済大臣が議長

を務め、「生産性と包摂的成長のための中小企業・起業家

の強化」を主要議題に、中小企業をとりまく様々な議題に

ついて議論を実施した。同会合において、平木経済産業大

臣政務官から、日本の中小企業の事業継承の円滑化に向け

た取組、信用保証制度の改正や中小企業の金融アクセス向

上に向けた取組のほか、日本の中小企業の規模拡大に向け

たデジタル化支援等の取り組みを紹介したところ、各国か

ら高い関心が寄せられた。 

（イ）日本・ブラジル関係 

2017 年 4 月、日伯貿易投資促進・産業協力合同委員会

の中間会合をブラジリアにて開催し、二国間産業協力とし

て、同年 3 月に署名された特許審査ハイウェイ（PPH）の

取り組みを評価し、インフラ投資や自動車産業分野におけ

る協力等について意見交換した。 

また、同年 8 月には、第 11 回日伯貿易投資促進・産業

協力合同委員会をブラジリアにて開催。同月に伯政府が発

表した「投資パートナーシップ・プログラム（PPI）」に基

づき、インフラ投資促進について議論がなされ、また、日

伯両国におけるビジネス環境の改善、知的財産協力等につ

いて意見交換を行った。 

新興国市場開拓事業費補助金でのロビイング活動支援

事業では、税制、労働、通関、産業競争力強化・中小企業

支援、インフラ、医療、食品分野につき、ブラジルへの更

なる投資実現を目指し、AGIR 提言(Action Plan for 

Greater Investment Realization 提言)に基づくブラジル

政府との政策対話や説明会・セミナーを開催した。 
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（ウ）日本・アルゼンチン関係 

2017年 5月、アルゼンチン大統領として 19年ぶりとな

るマクリ大統領の訪日に際し、日亜経済フォーラムを開催。

同フォーラムでは第 1 回日亜貿易投資促進合同委員会

（2016 年 8 月）で策定が合意された日亜ロードマップが

公表され、井原経済産業大臣政務官が本取組をセミナー参

加企業に紹介した。 

また、同年 10 月、第 2 回委員会に向けた、日亜貿易投

資促進合同委員会の中間会合をアルゼンチンで開催し、両

国双方から日亜ロードマップの進捗状況を共有するとと

もに、2018 年 G20 議長国であるアルゼンチンとの連携に

ついて意見交換した。 

（エ）日本・パラグアイ関係 

2017年 12月、世耕経済産業大臣は日本の経済産業大臣

として初めてパラグアイを訪問。カルテス大統領との会談

では、経済面と中心とした両国関係の更なる拡大・強化に

向け協力していくことで一致し、レイテ商工大臣との会談

では、日本企業のパラグアイへの投資促進に向けた具体的

な協力を推進することを確認するとともに、世耕経済産業

大臣同席の下、JETROとパラグアイ商工省との間で、日本

企業のパラグアイにおけるビジネスを支援・強化するため

の協力覚書を署名した。 

（オ）日本・チリ関係 

日チリ外交樹立 120 周年に当たり、2017 年 9 月、秋篠

宮殿下がチリを訪問し、バチェレ大統領を表敬するととも

に、日チリ外交樹立 120 周年記念式典に参加した。また、

2017年 10月には、フレイ元大統領が訪日し、秋篠宮殿下

に御接見するとともに、チリ・ビジネスセミナーに参加し

た。 

2017年 10月、第 4回日・チリ EPA委員会を開催。日・

チリ EPA 発効後 10 年が経過し、同協定の順調な運用の下

で両国間の貿易投資が拡大していることを評価した。また、

両国の経済連携に関する方針等について意見交換を行っ

た。 

（カ）日本・ペルー関係 

2011年 11月、一般財団法人海外産業人材育成協会（AOTS）

事業により日本の専門家を派遣し、リマとカヤオの大量電

気運輸システム局（AATE）主催の都市交通セミナーで、日

本の知見や技術をを紹介した。ペルー側は運輸通信省、経

済財政省、AATE職員ほか鉄道関係者計約 70名が出席する

など、関心の高さが伺えた。 

 

５．３．欧州・ロシア関係 

欧州連合（ＥＵ）は、28か国が加盟、人口約 5億人、Ｇ

ＤＰは世界全体の 2割以上を占める政治・経済統合体であ

る。ＥＵは、域外に対する統一的な通商政策を実施する世

界最大の単一市場であり、単一通貨のユーロには、19か国

が参加している。我が国とＥＵは、民主主義や人権、法の

支配といった基本的価値観を共有する戦略的パートナー

である。 

ＥＵとの間で、良好な経済関係を維持することは、日欧

双方及び世界経済の発展のために不可欠であり、日ＥＵ経

済連携協定（ＥＰＡ：Economic Partnership Agreement）

を通じた日欧経済関係の強化やグローバルな課題に対す

る日欧共同での取組は、近年、更に重要となっている。 

ＥＵを巡る大きな変化としては、2016年 6月 23日に英

国において EU 離脱をめぐる国民投票が行われた結果、EU

からの離脱が過半数を占めた。2017 年 3 月、英国政府は

リスボン条約第 50 条に基づき EU に対して正式に離脱の

意思を通告した。2019年 3月に英国は EUから離脱するこ

ととなる。 

（ア）日ＥＵ間の通商政策・産業政策に関する対話・協力

の仕組み 

(A)日ＥＵビジネス・ラウンド・テーブル（ＢＲＴ） 

日・ＥＵの双方の主な民間企業のＣＥＯが参加する日Ｅ

Ｕ産業界の対話・両政府への政策提言の場として、1999年

に日ＥＵ・ＢＲＴが設置された。2017年 7月に第 19回会

合をブラッセルで開催、経済産業省からは世耕経済産業大

臣が出席した。ＢＲＴはＥＰＡの大枠合意を歓迎するとも

ともに、その早期締結・着実な履行及び産業界の関与、協

力の推進、データの保護と流通などについて提言を行い、

ＢＲＴ議長より日欧首脳へ提言書が提出された。 

(B)日ＥＵ産業政策対話 

日ＥＵ間の産業政策やビジネス環境整備推進等に関す

る意見交換、及び、産業協力の進展のレビューを目的に、

「日ＥＵ産業政策対話」を開催している。  

双方の産業協力の促進、規制障壁への要請、日ＥＵ・Ｂ

ＲＴの今後、日欧産業協力センターの取組の紹介等につい

て議論が行われている。 
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(C)日欧産業協力センター  

1986 年に開催された日ＥＣ閣僚会合における通商産業

省（当時）と欧州委員会との合意に基づき日欧産業協力セ

ンターが設立され、1987年より事業を開始した。日本とＥ

Ｕの貿易・投資活性化、経済関係の緊密化を目指し、日Ｅ

Ｕにおける産業協力を促進するため、以下の事業を実施し

ている。 

(a)日ＥＵ経済連携強化事業  

日ＥＵの経済連携の深化に向けて、日・ＥＵ双方が関心

を有する個別政策分野ごとにセミナーを実施。2017 年度

は、知的財産、日ＥＵ・ＥＰＡ等をテーマに、国内でのセ

ミナーを計 6回開催し約 920名が参加、また欧州において

計 6回のセミナーを開催し、約 300名が参加。 

(b)日ＥＵビジネス・ラウンド・テーブル事務局業務 

2017年 7月 11日、ビジネス環境の整備及び貿易投資の

円滑化を目的として、「日ＥＵビジネス・ラウンド・テー

ブル（ＢＲＴ）」第 19回会合をブラッセルブリュッセルに

おいて開催（詳細前述）。本会合の事務局を担当。 

(c)研修生派遣事業（Vulcanus Program）  

日ＥＵ間の人的交流の活発化を通じて産業協力を推進

すべく、理工系の学部学生・大学院生を相互に派遣し、企

業において研修を実施。2017年度は、計 23名の学生をＥ

Ｕ諸国に派遣した。1996年度の事業開始以来、ＥＵ諸国へ

派遣した学生数は計 399名に達している。 

(d)ＥＰＡ交渉促進・市場透明性向上事業  

 我が国政府調達市場の透明性向上に資する事業とし

て、地方自治体等の調達情報を中小企業庁の官公需ポータ

ルサイトを通じて、英語で提供した。 

（イ）日欧二国間関係  

日欧二国間では、ＥＵ主要国を含む各国との閣僚レベル

での往来や、事務レベルでの定期協議等を通じて、関係の

強化を図っている。 

(A)日仏関係  

2017年 5月の G7タオルミーナ・サミットにおいて、安

倍総理はマクロン大統領と会談。経済分野については、日

EU・EPAの早期大枠合意へ向けて協力することで一致。安

倍総理からは福島県産等食品への輸入規制について更な

る規制の撤廃に向けた協力を要請した。同 9月に国連総会

に出席するためニューヨークを訪問した際に行われた日

仏首脳会談では、同７月に大筋合意に至った日 EU・EPAの

早期署名・発効に向けて協力していくことを確認した。 

日仏双方における産業政策の展望や産業活動などをテ

ーマに経済産業省と仏経済財務省と意見交換を実施する

「日仏産業協力委員会」は、2018年３月に第 31回目を迎

え、繊維、スマートコミュニティ／スマートグリッド及び

IoT の各ワーキング・グループから活動報告を受けた他、

今後の日仏協力の方向性や、世界経済の状況について議論

を行った。 

(B)日独関係  

日独間では、2017 年６月、OECD 閣僚理事会の出席のた

め、パリを訪問した松村経済産業副大臣が、マハニック連

邦経済エネルギー省事務次官と会談。2017 年３月に大臣

間で署名した「ハノーバー宣言」に基づく IoT分野におけ

る二国間協力、自由貿易をめぐる世界情勢等について議論

した。 

2017年９月には、日独首脳電話会議を開催し、安倍総理

とメルケル首相との間で、地域情勢等について日独で緊密

に連携していくことを確認した。また、来日したマハニッ

ク連邦経済エネルギー省事務次官と大串経済大臣政務官

及び柳瀬経済産業審議官が会談。日 EU・EPA の早期発効、

自由貿易をめぐる世界情勢、IoT分野における二国間協力

等について議論した。 

また、2018年２月には、シュタインマイヤー大統領が訪

日、安倍総理との間で首脳会談を行い、国際社会における

日独協力の一層の推進、日 EU・EPAの早期発効に向けた協

力について確認した。 

2018年３月には、ドイツで新政権が発足したことから、

日独首脳電話会議を開催し、安倍総理よりメルケル首相に

対し、政権発足の祝意を述べるとともに、国際社会におけ

る日独協力の一層の推進について確認した。 

(C)日英関係  

日英間では、2017年 8月 31日にメイ首相が訪日し、日

英首脳会談が行われた。「英国の EU離脱に関するタスクフ

ォース」等により明らかになった経済界の懸念事項を踏ま

え、安倍総理から、EU離脱による企業への影響を最小化す

るよう、透明性・予見可能性の確保や移行期間への配慮を

要請した。両首脳は、日 EU・EPAの最終合意及び早期発効

に向け、引き続き協力していくことを確認するとともに、

政治レベルの強い関与の下、EU 離脱後の日英経済関係の

強化に向け緊密に連携していくことで一致。2016 年 7 月
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13日にメイ首相が就任した。 

(D)日伊関係 

日伊間では、2017 年 10 月に金沢で開催された第 29 回

日伊ビジネスグループ（IJBG）合同会議において、日伊間

の「新技術とイノベーション」、「食と農」、「ものづくり」、

「投資とバンキング」の４つの分野についてセッションが

行われ、共同声明において、日 EU・EPAの早期発効を後押

しするとともに、日伊両国の経済の連携の更なる深化に貢

献することが表明された。 

また、2017 年９月、G7 情報通信産業大臣会合出席のた

めトリノを訪問した平木経済産業大臣政務官は、カレンダ

経済振興大臣と会談。IoT/デジタル分野での二国間協力、

投資協力、技術協力等について意見交換を行った。 

2017年 10月には、来日したスカルファロット経済振興

省政務次官と平木経済産業大臣政務官が会談。二国間の貿

易投資拡大、日 EU・EPAの早期発効に向けた協力について

意見交換を行った。 

 

（３）日本・ロシア・中央アジア・コーカサス関係 

（ア）日本・ロシア関係 

2016 年 5 月、ソチで行われた日露首脳会談で、安倍総

理から８項目の「協力プラン」（注）を提示し、プーチン

大統領から高い評価と賛意が表明されて以降、同プランの

具体化に向けた動きが加速化した。 

(注)(1)健康寿命の伸長，(2)快適・清潔で住みやすく，

活動しやすい都市作り，(3)中小企業交流・協力の抜本的

拡大，(4)エネルギー，(5)ロシアの産業多様化・生産性向

上，(6)極東の産業振興・輸出基地化，(7)先端技術協力，

(8)人的交流の抜本的拡大 

同年 9月、世耕経済産業大臣がロシア経済分野協力担当

大臣に任命された。世耕ロシア経済分野協力担当大臣の下，

野上官房副長官を議長とし、各省の次官級を構成員とした

「ロシア経済分野協力推進会議」が発足した。11月には、

モスクワで「協力プラン」の具体化に関する日露ハイレベ

ル作業部会が開催され、８項目の「協力プラン」の具体化

に向けた作業の加速化が確認されるとともに、同月ペル

ー・リマで開催されたＡＰＥＣ閣僚会合の際には、日露間

で８項目の「協力プラン」の具体化に関する作業計画が合

意された。 

2016 年 12 月、大統領としては 11 年ぶりとなるプーチ

ン・ロシア大統領の訪日が実現し、日露間で協力覚書等 80

件の文書が署名され、インフラプロジェクト等を始めとし

た経済案件の着実な進展が見られた。 

2017 年 1 月、世耕経済産業大臣はモスクワを訪問し、

シュヴァロフ第一副首相、オレシュキン経済発展大臣、マ

ントゥロフ産業商務大臣等との会談で８項目の「協力プラ

ン」を着実かつ迅速に進めていく方策について協議した。 

2017 年 4 月、安倍総理が訪露した際には、日露間で協

力覚書等 28 件の文書が署名されたほか、８項目の「協力

プラン」に関する作業計画が改訂され、日露租税条約の改

正交渉の実質合意がなされた。 

2017 年 6 月、世耕経済産業大臣は、サンクトペテルブ

ルク国際経済フォーラムに日本の閣僚として初めて参加

し、日露ラウンドテーブルに出席し、８項目の「協力プラ

ン」の成果と取組方針を日露両国の産業界に紹介した。 

2017 年 7 月、世耕経済産業大臣は、日本がパートナー

国を務めた総合産業博覧会「イノプロム２０１７」に日本

政府代表として参加し、我が国企業約１７０社が参加する

日本パビリオンにプーチン大統領やマントゥロフ産業商

務大臣を案内した。 

2017年 9月、安倍総理が東方経済フォーラムに参加し、

日露間で協力覚書等 56 件の文書が署名された。デジタル

経済の実現に向けた協力等の成果を両首脳で歓迎した。 

2017年 12月、世耕経済産業大臣は、トルトネフ副首相

及び極東発展省が主催した「日本投資家デー」に出席し、

極東地域の更なる協力の発展のため、①農林水産業の発展、

②エネルギーインフラの開発、③アジア太平洋への輸出の

ためのインフラ整備の３分野で協力を重点的に進めるこ

とを提案した。 

2018 年 2 月、世耕経済産業大臣はオレシュキン経済発

展大臣とともに日露ハイレベル作業部会第２回会合を開

催し、８項目の「協力プラン」の進展を確認し、労働生産

性ミッションによる同分野の継続的な協力で一致した。 

８項目の「協力プラン」の個別分野では、「(3)中小企

業交流・協力の抜本的拡大」に関連し、2016年 9月、ウラ

ジオストクで行われた東方経済フォーラムの際、経済産業

省とロシア連邦経済発展省は、中堅・中小企業分野におけ

る協力のためのプラットフォーム創設に関する覚書を締

結した。日本側は、同月末に、中堅・中小企業の海外展開

支援機関や、自治体、金融機関などからなる日本側プラッ
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トフォームを立ち上げ、さらにロシアへの輸出・投資を拡

大するため、ＪＥＴＲＯにロシア展開の専門家を配置し、

戦略策定から販路開拓、パートナー探し、商談同行、契約

締結まで一貫して個別企業支援を行う仕組みを整備し、一

体的に支援を行っている。 

 「(4)エネルギー」に関しては、世耕経済産業大臣はノ

ヴァク・エネルギー大臣との間で 2016年 11月、エネルギ

ー・イニシアティブ協議会を立ち上げ、炭化水素、原子力、

省エネ・再エネの各分野についてワーキング・グループを

設置した。2017年１月の第二回会合では、各分野の協力プ

ロジェクトについて、その早期の具体化を目指して協力を

進めていくことを確認した。その後、第三回会合を同年 4

月、第四回会合を同年 9 月、第五回会合を 2018 年 2 月に

開催し、協力分野の具体化を進めている。成果の例として、

2017 年 9 月の独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源

機構（JOGMEC）とイルクーツク石油の間の東シベリアにお

ける共同探鉱プロジェクトの実施のための合弁事業設立

に係る枠組み合意及び同年 11 月の対象鉱区における地質

調査の開始、2018 年 1 月の省エネルギーセンター及びカ

ムチャッカエネルギーセンターの協力による、カムチャッ

カ地方における省エネルギー診断およびセミナーの実施、

2018 年 2 月の NEDO、ルスギドロ及びサハ共和国の協力に

よる、サハ共和国における風力発電を含むエネルギーイン

フラ実証の開始等があげられる。これら事業により、我が

国のエネルギー供給源多角化・安定供給確保、日本のエネ

ルギー技術の導入及び両国間の経済関係強化につながる

ことが期待される。 

「(5) ロシアの産業多様化・生産性向上」については、

2016 年 8 月、貿易経済に関する日露政府間委員会のもと

に産業分野における協力に関する分科会を立ち上げ、具体

化策を検討することとした。同分科会での議論を踏まえ、

①高い技術力や生産性管理技術を備えた日本の専門家に

よるロシア企業の生産性診断及び改善指導、②ロシアの裾

野産業に従事するラインマネージャーを日本に招聘し、生

産工場の現場視察や日本の管理技術・設備に関する研修等

を行っている。これら事業により、日本の最先端設備をロ

シア企業に導入することを目指すとともに、ロシア企業の

生産性向上により、ロシアに進出している日系企業のロシ

ア企業からの部品等の調達条件が改善され、ひいては日系

企業の市場シェア拡大につながることが期待される。 

 ８項目の「協力プラン」における横断的取組としては、

2017 年 9 月、世耕経済産業大臣とオレシュキン経済発展

大臣との間で「労働生産性向上の分野における経験の交換

に関する相互理解の覚書」に署名し、ロシアの労働生産性

向上を進めていくことを確認した。この覚書にもとづき

2018年 2月には、労働生産性ミッションロシア代表団が、

日本のベストプラクティスを学ぶために訪日した。 

 また、2017 年 9 月、世耕経済産業大臣とオレシュキン

経済発展大臣との間で「デジタル経済に関する協力に係る

共同声明」に署名し、８項目の「協力プラン」の各項目に

おいてデジタル経済の実現に向けた協力を実施すること

を確認した。 

（イ）日本と中央アジア・コーカサス諸国との関係 

日本と中央アジア・コーカサス各国は、貿易・投資環境

整備や経済交流の活性化を図るため、経済会議の開催など

二国間の経済対話を実施している。 

 日本と中央アジア・コーカサス各国との二国間関係につ

いて、今後の両国間の協力関係が綿密になることを期待し

つつ、より一層の発展に繋げることが重要である。平成 29

年度中の日本と中央アジア・コーカサス各国との主な取り

組みを以下に記す。 

カザフスタンについては、2017 年 7 月に世耕経済産業

大臣のアスタナ国際博覧会ジャパンデーへの出席の機会

を捉えて、サギンタエフ首相との会談を行った。同首相と

の会談においては、資源・エネルギー分野のみならず非資

源分野における両国間の協力が拡大していることを確認

し、同首相から日本企業の更なる進出に向けた期待が示さ

れ、両国の協力関係を一層強化していくことで一致した。

また、同年 11 月には、カザフスタン・ビジネス・フォー

ラム出席のため訪日したハイロフ投資発展省次官と柳瀬

経済産業審議官が会談し、日本の同国における最大の投資

案件であるカシャガン油田を始めとするエネルギー関連

分野や地下資源法改正等に関して議論した。 

ウズベキスタンについては、ミルジョーエフ大統領政権

の下、2017 年 9 月、為替レートが一本化されビジネス環

境の改善が進んでいる。2018 年 2 月に着任したファジー

ロフ駐日大使と中川大臣官房審議官（通商戦略担当）が会

談し、通信、電力セクターなど既存プロジェクトの両国間

の課題について議論を行った。 

トルクメニスタンについては、第 12 回日本トルクメニ



192 

スタン経済合同会議の開催（2016 年 6 月）に伴い、メレ

ドフ副首相兼外務大臣と世耕経済産業大臣が会談し、2015

年 10 月の安倍総理のトルクメニスタン訪問のフォローア

ップとしてガス処理プラント等プロジェクトについて議

論した。 

アゼルバイジャンについては、2017 年 9 月に国際石油

開発帝石（株）（INPEX）、伊藤忠商事（株）が保有するア

ゼルバイジャンの ACG 油田の権益期限を 25 年延長するこ

とで合意した。 

タジキスタンについては、2017 年 4 月にヒクマトゥロ

ゾーダ経済発展貿易大臣と中川経済産業大臣政務官が会

談し、ＯＤＡの成功事例を着実に積み重ね、日本企業が安

心して進出できるビジネス環境（税制・行政手続等）の整

備が重要との議論を行った。 

アルメニアについては、2018年 2月に「投資の自由化，

促進及び保護に関する日本国とアルメニア共和国との間

の協定」（日・アルメニア投資協定）が署名され、今後、

両国間の経済関係を一層発展させることが期待される。 

 

５．４．中東・アフリカ諸国関係 

（１）中東・北アフリカ地域 

（ア）総論 

中東地域は、我が国にとってエネルギーの安定供給に欠

かせない地域である。石油依存度の高い中東諸国において

課題となっている産業多角化や貿易・投資環境改善への支

援を通じ、同地域との経済関係の強化・市場の拡大と、同

地域の安定確保を目指す。また、要人往来の機会を捉えな

がら、更なるエネルギー供給の安定確保に向けた働きかけ

を進めていく。 

（イ）二国間関係 

サウジアラビアについては、2016 年 9 月に、ムハンマ

ド副皇太子が訪日し、安倍総理大臣と会談を行った。会談

では、サウジアラビアの成長戦略である「サウジ・ビジョ

ン 2030」と日本の成長戦略の実施に向け具体的協力を集

中的に議論すべく、閣僚級の「日･サウジ･ビジョン 2030

共同グループ」を立ち上げ、2016年 10月に第１回会合を

行うことで一致した。 

同年 10 月には、リヤドにおいて、日本側から世耕経済

産業大臣、薗浦外務副大臣が、サウジ側からファキーフ経

済企画大臣、アル＝カサビ商業投資大臣、アル＝ファーレ

フエネルギー・産業・鉱物資源大臣が出席し、また両国合

わせて 33 の省庁・機関が参加して、第 1 回日･サウジ･ビ

ジョン 2030 共同グループ閣僚級会合が開催された。同会

合においては、「貿易・投資機会」、「投資・ファイナンス」、

「エネルギー・産業」、「中小企業・能力開発」、「文化・ス

ポーツ」の主要テーマ毎にサブグループを設置し、具体的

なアクションプランを協議することが合意され、あわせて、

第１回の各サブグループも実施された。この機に、世耕経

済産業大臣は、サルマン国王及びムハンマド副皇太子への

表敬訪問を行い、サウジアラビア側から今後の両国の関係

強化に向けた強い期待が表明された。 

さらに、2017 年 3 月には、サルマン国王訪日という歴

史的機会（サウジアラビア国王として 46年ぶり）を捉え、

安倍総理大臣との首脳会談において、二国間協力の基本的

な方向性と具体的なプロジェクトをまとめた「日・サウジ・

ビジョン 2030」が合意され、両首脳立ち会いの下で、世耕

経済産業大臣及びファキーフ経済企画大臣他による「日・

サウジ・ビジョン 2030」に係る協力覚書への署名が行われ

た。また、世耕経済産業大臣がサルマン国王を表敬し、「日・

サウジ・ビジョン 2030」の策定が歓迎された。また、第 2

回日・サウジ・ビジョン 2030 共同グループ閣僚級会合を

開催し、日本側からは、世耕経済産業大臣ほか、サウジア

ラビア側からはファキーフ経済企画大臣ほかが出席し、

「日・サウジ・ビジョン 2030」を着実に実施するための討

議が行われた。その後、2017年中に日・サウジ・ビジョン

2030 のサブグループ会合を３回開催。各サブグループに

割り当てられたプロジェクトの進捗の確認と、今後の確実

な進捗のための議論を行った。 

2018年１月、世耕大臣がサウジアラビアを訪問し、日・

サウジ・ビジョン 2030 ビジネスフォーラムをリヤドにて

開催。日本企業 67 社、サウジアラビア企業 130 社が出席

した。従来からサウジアラビアと関係の深かったエネルギ

ー・製造業に加え、娯楽、食・農業、医療など新たな分野

の企業が参加した。また、日・サウジ・ビジョン 2030 の

下での二国間協力の促進・拡大の前進基地となる「日・サ

ウジ・ビジョン・オフィス」の開所式典が行われた。2018

年３月には再度日・サウジ・ビジョン 2030 サブグループ

会合を開催。両国の 44省庁が関わる 54の協力プロジェク

トを着実に推進していくことを確認した。日・サウジ・ビ

ジョン 2030 の下での二国間協力については、引き続き精
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力的に進めていく。 

アラブ首長国連邦（ＵＡＥ）については、2017年４月、

ジャーベル・ＵＡＥ国務大臣兼ＡＤＮＯＣ・ＣＥＯが来日。

安倍首相及び世耕大臣との会談を行い、海上油田の権益の

延長について議論するとともに、日・ＵＡＥ投資協定につ

いても議論を行った。その後同月、日・ＵＡＥ投資協定が

実質合意。同年７月、高木副大臣も出席して第５回日本ア

ブダビ経済協議会が東京で開催された。同協議会では。今

後、日本とアブダビ両国が集中的に支援する産業分野とし

て、自動車など７分野が選定された。同月、ジャーベル国

務大臣兼アブダビ国営石油会社（ADNOC）CEOが再度来日。

安倍首相及び世耕大臣と会談を行い、海上油田の権益の延

長やエネルギー分野での協力について議論がなされた。10

月には世耕大臣がＵＡＥを訪問し、アブダッラー外務大臣、

ハルドゥーン・アブダビ執行関係庁長官、ジャーベル国務

大臣兼アブダビ国営石油会社（ADNOC）CEO等政府要人と会

談し、日本企業が保有する海上油田の権益更新を働きかけ

るとともに、経済関係を始めとした二国間関係の拡大に向

けた意見交換を行い、エネルギー、産業多角化、人的交流

等を含む幅広い分野での協力を更に深めていくことで合

意した。また、女性活躍を推進するマイサ・アル・シャム

シ国務大臣（女性）との間では、両国間の女性交流の拡大

に向けた協力を強化していくことで一致した。2018 年１

月には、ワールド・フューチャー・エナジー・サミットに

出席するため世耕大臣は再度ＵＡＥを訪問。ムハンマド・

アブダビ皇太子と面談し、これまでの日本の取組や今後の

協力に関し、謝意が示された。２月にはジャーベル国務大

臣兼ＡＤＮＯＣ・ＣＥＯが来日し、安倍首相及び世耕大臣

と再度会談を行った。海上油田の権益については、要人の

往来の機会を捉えた働きかけを続けた結果、2018 年２月

末に 40年間の権益の更新に成功した。 

カタールについては、2017年 10月、LNG産消会議 2017

の開催に併せ、アル・サダ・エネルギー工業大臣が訪日し、

世耕経済産業大臣とともに当該会議に出席した。また、そ

の機会を捉えて、第 11 回日・カタール合同経済委員会を

開催し、我が国への LNGの安定供給を始めとする経済関係

強化に向けた意見交換を実施した。本委員会に際して、独

立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構とカター

ル電力水公社との間で、省水・高効率の海水淡水化実証事

業に係る協力覚書が締結された。 

イランについては、2017 年 8 月、アラグチ外務次官が

訪日し、世耕経済産業大臣と会談を実施した。会談ではイ

ランにおける日本企業の取組や、両国政府におけるビジネ

ス支援等について意見交換を実施した。また、9月には国

連総会の場で安倍総理大臣がローハニ大統領と首脳会談

を実施した。ローハニ大統領から、最近の日イラン関係の

発展への歓迎並びに日本の投資促進に対する期待が示さ

れ、安倍総理大臣は両国の経済関係の拡大に向けて企業の

活動を支援していく旨を述べた。10 月には前年に続き

JETROがテヘラン国際産業見本市にジャパン・パビリオン

を出展し、15の日本企業がこれに参加した。 

トルコについては、2017年 4月に日・トルコ間の貿易・

投資促進のための事務レベル会合である、｢日トルコ経済・

貿易委員会｣を開催したほか、6 月にチャヴシュオール外

務大臣が訪日し、世耕経済産業大臣と会談を実施。世耕経

済産業大臣は、中東最大の製造・輸出拠点である同国と戦

略的パートナーとして関係を更に発展させたい旨、期待を

表明した。2018年 3月にはゼイベキチ経済大臣が訪日し、

「日トルコ貿易投資閣僚級会合」を実施し、両国経済関係

の更なる強化に向けた意見交換を行った。 

 イスラエルについては、2017 年 5 月に世耕経済産業大

臣がイスラエルを訪問し、ネタニヤフ首相を表敬訪問し、

両国企業間の関係強化に向けて取組むことで一致したほ

か、コーヘン経済産業大臣と経済政策対話を行い、サイバ

ーセキュリティ分野、産業 R&D 分野、BtoB 連携の加速化

等についての新たな取組に係る方針を確認する共同声明

｢日・イスラエル・イノベーション・パートナーシップ｣に

署名した。また、パレスチナも訪問し、ハムダッラー首相

と会談し、両国の経済交流の活発化について意見交換を実

施。11 月にはコーヘン・イスラエル経済産業大臣が来日

し、世耕経済産業大臣との間で日イスラエル経済イノベー

ション政策対話を開催したほか、企業間の交流を加速させ

るための、両国政府機関、貿易振興機関、全ての主要経済

団体を構成員とする新たなプラットフォームである、「日・

イスラエルイノベーションネットワーク」を設立するなど、

日・イスラエルビジネスの一層の推進に向けた取組を実施

した。 

 エジプトについては、2017 年７月に高木経済産業副大

臣がエジプトに出張し、イスマイール首相及びシャーケル

電力・再生可能エネルギー大臣と会談し、電力分野での協
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力関係強化について議論した。また、2018 年２月には、

大串経済産業大臣政務官がエジプトに出張し、シャーケル

大臣、エルモッラー石油・鉱物資源大臣との会談を通じて、

両国のエネルギー分野における協力の現状、今後の協力拡

大などについて議論を行った。 

モロッコについては、2017年 10月にエル・アラミ産業・

投資・貿易・デジタル経済大臣が訪日し、世耕経済産業大

臣と会談を行い、投資・貿易関係強化に向けた意見交換を

行った。 

 

（２）サブサハラ・アフリカ（2016年度以降） 

2016年 8月、ケニア・ナイロビで第６回アフリカ開発

会議（TICADⅥ）が開催され、安倍総理大臣が出席。ケニ

ヤッタ・ケニア大統領（開催国）、デビー・イトゥノ・チ

ャド共和国大統領（AU議長）と共に共同議長を務めた。

経済産業省からは松村経済産業副大臣が出席し、産業多

角化に関するテーマ別会合において、質の高いインフラ

整備、民間セクター活動促進、人材育成の３つの観点か

ら取組を表明した。今次会議はアフリカのオーナーシッ

プの高まりを受け、初のアフリカ開催となり、アフリカ

53か国、開発パートナー諸国及びアジア諸国、国際機関

及び地域機関の代表並びに民間セクターや NGO等市民社

会の代表等、約 11,000名以上（会場内のサイドイベント

含む）が参加した。安倍総理大臣の同行ミッションとし

て、77団体の企業及び大学等の代表が参加し、各セッシ

ョンにおいて日本の民間セクターの取組を紹介した。 

 また、日・ケニア投資協定への署名式が開催され、両

政府の署名が実施された。サブサハラ・アフリカではモ

ザンビーク（2014年発効）に続き２か国目となり、今後

の日本企業の更なる進出やエネルギー分野を含むインフ

ラ事業の推進が期待されている。なお、サブサハラ・ア

フリカ各国との投資協定については、2018年３月までに

コートジボワール、セネガル、ナイジェリア、ザンビ

ア、エチオピアとの交渉を開始している。 

 TICADⅥにおいては、経済産業省関連の施策として、①

質の高いインフラ支援、②民間セクターの活動促進、③

人材育成を軸に、各種施策を発表した。①質の高いイン

フラ支援としては、アフリカの地熱開発の総合的支援

（今後６年間で約 300万世帯分の電力供給を実現等）、エ

ネルギー・資源開発を含むインフラ案件のリスクマネー

供給拡大等を、②民間セクターの活動促進としては、「日

アフリカ官民経済フォーラム」の創設や、アフリカ９か

国の投資誘致機関とジェトロとの連携強化（ジャパンデ

スク設置）、「アフリカ投融資特別保険」（リスクカバー率

100％）等を、③人材育成としては、今後新たに３年で

1000人の産業人材育成の実施や ABEイニシアティブ留学

生等のネットワーク化等を挙げた。 

 さらに、TICADⅥでは公式サイドイベントとして JETRO

主催のジャパンフェアおよび日本アフリカビジネスカン

ファレンスが開催され、両イベントに松村経済産業副大

臣が出席した。ジャパンフェアはアフリカビジネスに取

り組む日本企業等約 100社・機関（うち約４分の１は中

小企業）の産官学各界が結集し、官民連携による質の高

いインフラ整備支援、フードバリューチェーン構築、栄

養改善、環境、省エネ、新エネ、保健衛生改善（医療、

医薬等）等の広い分野の展示がなされ、アフリカにおけ

る過去最大級の展示会となった。同フェア期間中には安

倍総理大臣とケニヤッタ・ケニア大統領が巡覧したほ

か、日・アフリカ双方から多くの要人が訪れた。２日間

に渡り開催された日本アフリカビジネスカンファレンス

では、アフリカへの更なる貿易・投資の拡大を見据え、

50を超える日本及びアフリカの企業・機関が、資源・イ

ンフラ・製造業・ICT・医療・金融・農業・観光等の各テ

ーマに基づき、相互のビジネス発展に資する取組を発表

し、２日間で日本・アフリカ側から計 1,400名規模の聴

衆が参加した。同カンファレンス内では、日本とアフリ

カの企業・団体間における MOU署名式が開催され、安倍

総理大臣、ケニヤッタ・ケニア大統領をはじめ、ルワン

ダのカガメ大統領、マダガスカルのラジャオナリマンピ

アニナ大統領も出席した。その場で署名された計 73本の

MOUにより、日本とアフリカの官民が一体となってアフ

リカビジネスに取り組む方向性が確認された。 

 TICADⅥのほか、2016年５月には、星野経済産業大臣

政務官が経産省政務として初めてエチオピアを訪問し、

デブレツィオン副首相及びウォックナー運輸大臣と会談

を行い、貿易投資、エネルギー、産業協力の強化に向け

意見交換を行った。同年７月には、エチオピアにおける

JETRO事務所開所式が開催され、日本・エチオピア間の

貿易や日本による対エチオピア・インフラ開発支援を含

む、両国間の広範なビジネス交流の促進が期待される。 
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 2017年３月には、ニュシ・モザンビーク大統領が訪日

し、安倍総理大臣と首脳会談を行った。両首脳により発

出された日・モザンビーク共同声明では、マプトにおけ

る JETRO事務所の設置に対する期待が示された。これを

受ける形で、2017 年 10 月にマプトにアフリカ８か所目

となるジェトロ事務所が開設した。 

 

５．独立行政法人日本貿易振興機構(ＪＥＴＲＯ) 

（１）組織 

独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）は、2003年 10

月、独立行政法人日本貿易振興機構法に基づき、前身の日

本貿易振興会を引き継いで設立された独立行政法人であ

る。貿易振興事業の実施や、開発途上国等の調査研究を通

じた、貿易拡大・経済協力促進への貢献を目指して、国内

外のネットワークや海外ビジネス支援に精通した人材の

厚み等を最大限に活かしながら、対日直接投資の促進や農

林水産物・食品の輸出促進、中堅・中小企業など我が国企

業の海外展開支援、我が国企業活動や通商政策への貢献を

実施している。 

（２）実施事業 

（ア）対日直接投資の促進 

「2020 年における対内直接投資残高を 35 兆円へ倍増

（2012年比）」という政府目標に貢献すべく、我が国にお

ける対日投資促進の中核機関として、海外からの大型案件

や経済波及効果の高い案件の誘致に向けた取組や我が国

地域への投資を促進するための取組を重点的に実施した。

また、既投資企業に対する支援も強化し、二次投資を促進

した。 

  具体的には、誘致担当者が支援対象企業のニーズを把握

し、細部までサポートを行う外国企業パーソナルアドバイ

ザー制を導入し、日本拠点の立ち上げ・運営に関する支援

を実施。また、地域への投資を促進すべく、地方自治体の

実務担当者に対する外国企業誘致研修や、JETRO国内事務

所と地方自治体による共同の誘致プロジェクトを実施す

るなど、地方自治体の誘致活動を支援した。さらに、外資

系企業による国内における人材確保を支援するため、外国

人留学生やグローバル人材と国内外資系企業との交流会

を初開催した。 

 （イ）農林水産物・食品の輸出促進 

「2020年に農林水産物・食品の輸出額１兆円」を１年

前倒しで達成するという政府目標に貢献するため、政府

が策定した「農林水産業の輸出力強化戦略」を踏まえ、

関係省庁、自治体、業界団体等と一体となって農林水産

物・食品の輸出を推進した。 

具体的には、米国の柿輸入解禁に合わせた輸出促進や

米国西海岸におけるテスト販売など時宜に合わせた取組

を実施したほか、産地間連携により商談規模を拡大して

日本食材の売り込みなどを行った。また、日本食品海外

プロモーションセンター（JFOODO）を設立し、和牛、日

本茶など特定の品目について、それぞれのターゲットと

なる国・地域に向けたプロモーション戦略を策定し事業

者と連携して実行した。 

（ウ）中堅・中小企業など我が国企業の海外展開支援 

高い技術力を有し、海外市場で十分に勝負できる潜在力

を有する中堅・中小企業など我が国企業の海外展開を推進

するため、貿易・投資相談への対応、海外バイヤーの招へ

いや海外における展示会への出展支援など各種支援を実

施した。 

具体的には、海外展開を目指す中堅・中小企業を総合的

に支援する「新輸出大国コンソーシアム」の事務局を担い、

各支援機関の総取りまとめ役として迅速かつ組織横断的

に対応した。 

また、ロシアで開催した産業総合博覧会「イノプロム

2017」では、初のパートナーカントリーとして大規模ジャ

パン・パビリオンを組織。アスタナ国際博覧会では日本館

を運営し、日本の高い技術力と世界の課題解決に貢献でき

る日本の姿を世界に向けて発信した。 

（エ）我が国企業活動や通商政策への貢献 

世界各地に展開した拠点網、海外の地域・産業等に豊富

な知見を持つ人材、現地政府、企業、研究機関、国際機関

等とのネットワーク、アジア経済研究所における地域研

究・開発研究の蓄積などの強みを最大限に活用して、調査・

分析活動を実施するとともに、国内外政府に向けて積極的

な政策提言活動を行い、我が国の企業活動や通商政策等に

貢献した。 

具体的には、EUの個人情報保護の新ルール（一般データ

保護規則、GDPR)を中心とした EUのデジタル単一市場戦略

の新たな方向性について調査し、欧州ビジネスを行う日本

企業向けに情報提供を行った。また、米トランプ政権の動

向や北米諸国の政治経済概況を解説する講演を国内各地
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で開催、ウェブにて関連情報を発信した。 

アジア経済研究所においては、アジアとアフリカの連結

性向上による経済効果を独自モデルで分析、インド研究機

関等と共同で報告書を作成し「アフリカ開発銀行年次総会」

で発表した。また、一帯一路構想の世界へのインパクトに

ついて上海社会科学院と共同研究・発表を行うなど、研究

成果の発信・提言を行った。 
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